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○は じ め に 

    

今回の千葉県議会インドネシア・フィリピン行政調査では、各会派から推薦さ

れた県議会議員５名により、去る８月 22 日から８月 26 日までの５日間、インド

ネシア及びフィリピンにおいて、外国人観光客の誘客、県産品の輸出促進、   

海外進出日系企業の現状と課題などを調査し、もって、本県の経済活性化、   

魅力発信の推進など、今後の県政の進展に資することを目的として実施いたし 

ました。 

  

 実質３日間の調査でしたが、各調査先では、それぞれ関係者の方々から丁寧な

説明を受け、意見交換や現地視察を行うなど、大変有意義な調査を実施すること

ができました。 

 

調査団員一同、今後の県政運営において、調査結果を生かしていく所存です。 

 今回の海外行政調査に当たり、県議会、その他多くの方々から賜りました   

御厚情、御支援に対しまして、調査団を代表いたしまして感謝申し上げます。 

 

 

 

平成 29 年 10 月 

 

千葉県議会インドネシア・フィリピン行政調査団 

 団 長  本 清 秀 雄 
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○インドネシア・フィリピン行政調査概要 

【調査目的】 

  外国人観光客の誘客、県産品の輸出促進、海外進出日系企業の現状と課題など

を調査し、もって、本県の経済活性化、魅力発信の推進など、今後の県政の   

進展に資することを目的とする。 

 

【調査団員】                  （敬称略） 

名 前 会 派 備 考 

本清 秀雄 自由民主党 団 長 

宍倉  登 自由民主党  

戸村 勝幸 自由民主党  

竹内 圭司 民 進 党 副団長 

鈴木 陽介 民 進 党  

 

 

【随行員】 

名 前 所 属 等 

河内  勝 議会事務局 政務調査課調査政策室長 

大後 勝美 議会事務局 総務課総務班長 

 

  

団 長 副団長 団 員 団 員 団 員 
本清 秀雄 竹内 圭司 宍倉 登 戸村 勝幸 鈴木 陽介 

（自民党） （民進党） （自民党） （自民党） （民進党） 
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千葉県議会インドネシア・フィリピン行政調査日程 

日 程 日 程 等 宿 泊 

8/22 
（火） 

成田発 ⇒ ジャカルタ着 ジャカルタ 

8/23 
（水） 

○国勢状況・インフラ投資状況等の調査 
・在インドネシア日本国大使館 
 

○海外進出日系企業の現状と課題 
 ・インドネシア投資調整庁 
 
○県産品の輸出促進の調査 
 ・大世グループ 
 ・イオンモールＢＳＤシティ 

ジャカルタ 

8/24 
（木） 

○外国人観光客の誘客の調査 
・パノラマ・ツアーズ・インドネシア 
 
ジャカルタ発 ⇒ マニラ着 

マニラ 

8/25 
（金） 

○海外進出日系企業の現状と課題 
・ジェトロ・マニラ事務所 
・フィリピン経済区庁 
・フィリピン労働雇用大臣 

シルベストル・ベリョ氏との意見交換 
 

○県産品の輸出促進の調査 
・イサベラ州エチャゲ市長 

フランシス・ファウスティーノ氏との意見交換 

マニラ 

8/26 
（土） 

○外国人観光客の誘客の調査 
・エンターテイメントシティ等 

 
マニラ発 ⇒ 成田着 
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○調査報告 
 

１ 在インドネシア日本国大使館 

 

（１）日  時  2017 年８月 23 日（水）9 時 00 分～10 時 20 分 

（２）調査事項  インドネシアの国政情勢、インフラ投資状況、  
農産品の輸出状況等について  

（３）経  過  
初めに、本清耕造公使より歓迎のあいさつがあり、その後、竹内副

団長から調査協力に対するお礼のあいさつを行った。続いて、同公使

よりインドネシアの国勢情勢、インフラ投資状況、農産品の輸出状況

等 の 説 明 が あ り 、 質 疑 応 答 を 行 っ た 後 、 石 井 正 文 大 使 と 面 談 を   

行った。 

 

本 清 耕 造 公 使 に よ る イ ン ド ネ シ ア 国 勢 情 勢 の 説 明  

（４）調査概要 

【インドネシア国政情勢】 

○人 口：約 2.55 億人（日本の約２倍） 

面 積：約 189 万㎢（日本の約５倍） 

ＧＤＰ：9,410 億ドル（日本の約２割） 

１人当たりＧＤＰ：3,605.1 ドル(日本の約 10 分の１) 

経 済：石油及び天然ガスの輸出により貿易黒字を保っている。 

議 会：国会：定数 560 名（任期５年） 

地方代表議会：定数 132 名（任期５年） 

  ○ジャワ島やスマトラ島をはじめ、島の数が 13,466 あり、世界でも

島の数が非常に多い国の一つである。 

  ○民族は約 300 あり、共通言語はインドネシア語だが、普段使う  

言語はジャワ語、スンダ語など民族によりさまざまである。 
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  ○ イ ス ラ ム 人 口 が 約 ９ 割 を 占 め て い る 。 か つ て は イ ス ラ ム 国 家  

として独立するという運動もあったが、他民族との協調などを 

考慮して、イスラム教は国教とせずに独立した。 

  ○国民の７割超が親日の国であり、日本語学習者も 75 万人と世界 

第２位、在留邦人は大使館・総領事館に登録されているだけでも

２万人弱である。 

 

 【インドネシアの政治状況】 

○最近は、1997 年に起きた通貨危機を背景に、スハルト政権が倒れ、

同時に副大統領であったハビビ氏が大統領に昇格した。 

○イスラム教をよしとする大統領のハビビ氏とワヒド氏が登場した

後は、メガワティ氏という、スカルノハッタ空港の由来となった 

独立の父・スカルノ氏の娘が大統領になった。メガワティ氏は今で

も与党ＰＤＩ－Ｐ（闘争民主党）の党首である。ジョコウィ大統領

は、大統領でありながら与党の党首はではない 

○メガワティ氏の政権時に調整大臣をしていた軍人エリートである

ユドヨノ氏がメガワティ氏と選挙を争って 2004 年から 10 年間、

２期政権を務めた。 

○現大統領であるジョコ・ウィドド（通称：ジョコウィ）氏は、   

もともと家具屋を営んでいた。ＩＫＥＡに家具を卸していたこと

もある。2005 年にジョグジャカルタの近郊にある都市ソロの市長

を務めた後、その政治手腕を認められて、ジャカルタ州知事に、 

その後、州知事の任期中に大統領選に出て当選し、再来年までの 

任期である。 

○ジョコウィ大統領は、ソロ市長からジャカルタ州知事、大統領へと、

10 年で駆け上がった政治家で、その手腕も認められている。政治

的な駆け引きの旨さは他の政治家も舌を巻くほどと聞いている。 

○現政権は、「海洋国家構想」という戦略を打ち出している。本構想

の５つの柱は、①海洋文化構築、②海洋資源管理（エネルギー、  

漁業）、③インフラ開発及び海の連結性（港湾、海運、観光）、   

④海洋外交（境界紛争の解決、海賊対策）、⑤海上防衛（主権・   

資源の防衛、航行の安全）である。 

○「海洋国家構想」戦略の背景には、インドネシア国内の、ジャワ島

とそれ以外のボルネオ島、スマトラ島といったそれぞれの島との
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激しい経済格差があり、この格差を縮めるために、インフラ整備や

産業振興で何ができるのかが政権にとって重要で、この構想は、 

第２期を狙う政権にとって、これらの地域から支持を獲得する 

ための１つの指針になっている。 

○国会の状況について、ＰＤＩ－Ｐは、大統領が当選したときは少数

与党で始まっているが、閣僚のポストを掌握するなどして、今は 

他党との連携を通じて、与党が国会勢力の約３分の２以上を押さ

えている。 

○副大統領であるユスフ・カラ氏は、大統領とは異なるゴルカル党に

属しているが、同党に対するコントロールも、同氏を通じてでは 

なくジョコウィ大統領サイドが自ら行っており、その面からも 

政治的手腕に優れているといえる。 

○ジョコウィ大統領は、経済面では、特定の国に依存することなく、

中国や日本など各国とのいろいろなバランスを取りながら自国の

利益を追求していくスタンスである。 

○ジョコウィ大統領に対する国民の支持率は６割以上と高い状況に

ある。 

 

 

イ ン フ ラ 投 資 状 況 の 説 明  

 

【インドネシアの経済状況】 

○インドネシアの経済成長率は、2007 年から一貫して４～６％前後

の堅調な経済成長を保っている。財政赤字の縮小、失業率の減少も

実現されている。 



在インドネシア日本国大使館 

- 7 - 

○人口ボーナス期（総人口に占める生産年齢人口比率の上昇が続く

時期）は 2030 年代後半まで続くとの予測があり、これから増えて

くる若者に働き口を提供する必要がある。政府は、彼らが希望を 

持てるようにして政権の支持を獲得したいとの考えでありその 

ためにも、経済成長５％以上は必ず確保したい意向のようである。 

○2016 年の外国直接投資は 613 兆ルピア（約５兆 3,700 億円）で、

ルピア・ベースで６年連続過去最高値を達成している。 

○インドネシアに対する直接投資額について、日本はシンガポール

に次ぐ第２位（2016 年）の投資規模であるが、今年度は中国・   

香港からの投資が増えており、中国・香港の合計額が日本を抜く 

勢いである。その背景として、中国の経済成長が頭打ちとなる中で、

人口が増加している途上国に対して消費財を投入して、中国の 

経済成長につなげたいという思惑がある。 

○インドネシアの日本車のシェアは 98.7％（二輪車は 99.8％）で  

あり、日本よりも日本車のシェアが高いまれな国である（日本は

90.9％）。 

○ 現 在 、 中 間 層 の 人 口 が １ 億 人 弱 で あ る が 、 2020 年 に は 人 口 が   

２億人に達するとも言われている。これまで自動車産業や工業 

製品などの日本メーカーの進出が多かったが、このマーケットを

狙って食品分野からの進出も増えている。 

○平均年齢は 29 歳である。スーパーマーケットに行くと、乳幼児  

製品が 25％を占めており、平均年齢 49 歳の日本とはだいぶ様相が

異なる。 

 

【インドネシアのインフラ投資状況】 

○インドネシアにおいては道路の渋滞が深刻化しており、空港から

ジャカルタ市内の大使館までの 45 キロメートルで３～４時間  

かかることもある。ジャカルタ市内は、日本と違い、信号や横断 

歩道がほぼ皆無で、それぞれが、自らの判断で通行する。 

○道路の渋滞のため、港から工業団地エリアまで、輸送用トラックが

１日１往復しかできない（世界標準は１日 2.5 往復）。そのため、

日本との経済協力により、パティンバン港と工業団地エリアの 

アクセス道路を整備し、輸出基地としての能力向上を図っている。 

○同じく、ジャカルタ市内の交通渋滞の緩和のため、日本との経済 
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協力により地下鉄を建設しており、早期完成に向け努力している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○上水道の普及率が、首都ジャカルタでさえ 51％であり、下水道に

至っては現在２％であり、事実上汚水が垂れ流されている現状で

ある。政府は、2022 年までに下水道普及率 75％を目指しているが、

達成は非常に厳しく、現在円借款の活用をインドネシア政府と 

協議中である。 

○電化率は、島で分断されているため、73％にとどまり、電気料金も

非常に高く、日系企業の経営上のネックとなっている。これに  

ついても日本との経済協力により改善に取り組んでいる。 

○インドネシアにおける発電は、石炭産出国であるということ、水力

発電を行う際には水没する区域が発生する環境上の制約から、 

国内で入手容易な石炭を使用した火力発電がメインとなる。 

○2015 年 1 月に約 55 兆円規模のインフラ整備を含む 2019 年までの

開発５カ年計画を発表し、５年平均７％の成長を目指している。 

高度経済成長期の日本のように、社会資本への投資による経済 

成長率を高くする方針を取っている。 

○しかし、1997 年のアジア通貨危機以降、財政赤字の額を一定程度

に抑えるよう法律で規定されてしまっている。そのため、より  

インフラ投資をするには、外国からの投資の増加により、予算確保

をしなければならない状況になっている。 

○また、国家予算歳出におけるインフラ関連の資本的支出額は年々

増加傾向にあるが、執行率は低く、2013 年で 89.0％にとどまって

 

空 港 か ら ジ ャ カ ル タ 市 内 へ 向 か う 際 の 渋 滞 状 況  
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いる。 

 

【日本企業の進出状況について】 

○日本企業の進出数は、1,800 超である。 

○みどり産業株式会社（千葉県市原市）がバリ島デンパサール市で 

一般廃棄物の循環・分散型処理普及・実証事業を行っている。  

経済  発展と人口増加に伴い一般廃棄物の量が増加し、対策が 

求 め ら れ て い る イ ン ド ネ シ ア に 日 本 の 中 小 企 業 が 持 っ て い る  

廃棄物の減量、リサイクルに関するノウハウを持ち込み、海外への

拡販を図っている事例となっている。 

○上下水道の整備や廃棄物処理関係については、日本企業の有する

ノウハウが活用できると考える。 

 

石 井 正 文 大 使 （ 左 か ら ２ 番 目 ） と の 面 談  

 

【農産品の輸出について】 

○1958 年に日本とインドネシアが外交関係を樹立して 60 周年で  

あるため、ＥＰＡの再協議を予定しており、インドネシア側は  

バナナやツナ缶等を日本に輸出したいと考えている。 

○インドネシアではスラウェシ島のトライアコーヒーに代表される、

コーヒーの産地として有名であるが、質のいいカカオが収穫でき、

高級チョコレートとして日本の富裕層の需要が高まっているため、

日本政府によるカカオ栽培の支援の事業化を検討している。 
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（５）主な質疑応答 

（問）以前、福祉関係の研修で日本に来たインドネシア人とかかわり

誠実で向上心があるイメージを持っている。実際のインドネシア

人のイメージはどうか。 

（答）看護師・介護福祉士で日本に行っている人は、インドネシア  

国内ではかなりのエリート層である。一方、地方部だと、その辺

に生えているバナナやマンゴーを食べていれば飢え死にはしな

いという意識の人々もいる。 

都市部において貨幣経済、都市経済に組み込まれた人々は、 

それなりに自分の能力を高めないと、就職もできず、良い暮らし

ができないというのをわかっているため、向上心があり礼儀  

正しいが、地方部の人々のたちとの格差を縮めるのはなかなか 

難しい。 

 

（問）ジャワ島とジャワ島以外の格差が激しいという話があったが、

低所得者向けの政策パッケージは何が実施されているのか。 

（答）ジョコウィ大統領はガソリンへの補助金をなくし、それを財源

とし医療・教育・年金政策を実施し、低所得者層の支持を得て  

いる。ただし、医療サービスはそれなりの財政支出を伴うため、

持続可能性は未知数である。 

 

（問）若者の雇用について、経済成長させながら雇用先を作っている

という話だが、どのように雇用先を創出しているのか。 

（答）インフラ整備により発生する雇用によるものもあれば、外国 

企業が製造業へ投資することによりアセンブリー・ラインでの 

雇用が生まれ、それに連動して商店を拡大し、雇用の拡大に  

つなげている。 

 

（問）千葉県で採れる食材で、インドネシアで好まれるものはあるか。 

（答）落花生はインドネシアでも生産しているため、千葉県産品の 

需要は低い。梨やイチゴなどの高級フルーツが、富裕層に需要が

あると考えている。 
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（ 問 ） 中 国 が 建 設 す る 予 定 の イ ン ド ネ シ ア 高 速 鉄 道 計 画 の 進 捗  

状況はどうか。 

（答）政府によると用地買収 53％完了と発表しているが、報道に  

よると 13％しか完了していないとされており、2019 年の完成は

おろか、2020 年の完成も厳しい状況である。ジョコウィ大統領

は庶民派であり、住民権を保護する政策をとっているため、  

土地収用がなかなか進まないという事情がある。 

 

（問）インフラ整備が進むという話だが、日本に関連した産業で発展

可能性がある産業は何か。 

（答）インドネシアの企業でも道路工事は出来るが、現在、ＭＲＴ 

（大量高速交通システム）の工事を日系企業が行っているように、

トンネル工事などの技術は未熟であるため、日系企業の需要は 

高い。 

また、日本が経験した 70 年代の公害をインドネシアは今経験 

しているため、廃棄物処理を含め、日本企業の需要がある。   

自動車も、この国の基準を満たしているにすぎず、欧米並みの 

基準に引き上げるならば、日本企業の技術力は需要があるはず 

である。 

 

（問）日本企業が今後インドネシアに進出していくにあたって、  

大使館の支援はどのようなものがあるのか。 

（答）中小企業がインドネシアに参入してきて一番困るのが、弁護士

の手配である。そのため、大使館では弁護士による法律相談窓口

を設置しており、弁護士を雇えない中小企業の法律的な問題の 

相談に当たっている。これは他国においても同様である。 

 

（問）犯罪の発生状況はどうか。 

（答）殺人事件の件数はそれほど大きくないが、テロ発生の危険性は

高い。2016 年 1 月にも大使館から 200 メートル程の場所で爆破

テロがあった。また、新聞で「 corruption（汚職）」という文字を

見ない日はなく、警察・軍隊・官僚の汚職が問題となっている。 
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在 イ ン ド ネ シ ア 日 本 国 大 使 館 に て  
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２ インドネシア投資調整庁 

 

（１）日  時  2017 年８月 23 日（水）11 時 10 分～12 時 20 分 

（２）調査事項  日本企業の投資状況、インドネシアにおける投資  
政策等について  

（３）経  過  
初めに、ナタリア・ラトナ・ケントジャナ開発促進局長より歓迎

のあいさつがあり、その後、宍倉議員から調査協力に対するお礼の

あいさつを行った。続いて、同局長よりインドネシアにおける日本

企業の投資状況、インドネシアにおける投資政策等の説明があり、

質疑応答を行った。 

 
ケ ン ト ジ ャ ナ 局 長 （ 左 ） あ い さ つ  

（４）調査概要 

【インドネシア投資調整庁の概要】 

○ジョコウィ大統領が就任して最初に訪問した省庁が、この投資 

調整庁である。 

○投資調整庁には 22 の省庁が出向いており、今まで分散していた 

さまざまな許可制度を一括し、投資調整庁が一つの受付窓口と 

して対応し、全ての許可を取ることが出来る。 

○投資調整庁には、投資を促進するだけでなく、問題が起きた場合

に相談を受け、解決する部署も作られている。 

○2010 年 12 月に、許可制度を全てオンラインに移行した。それに  

より投資許可を３時間で出すことが可能となっているが、資本 

投資の金額が 1,000 億ルピアあるいは 800 万ドル以上（約８億円

～９億円）、もしくは雇用人数が 1,000 人以上と大企業に限られて

おりの場合に限られて  いる。  
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 【インドネシアにおける日系企業の投資について】 

○ 日 本 か ら の イ ン ド ネ シ ア の 投 資 は 非 常 に 重 要 で あ り 、 イ ン ド  

ネシアにおいて第２位の投資国となっており、現在も投資額は上

昇傾向にある。 

○ 2017 年 第 ２ 四 半 期 の 日 本 か ら の 投 資 は 全 体 の 14％ で 第 ２ 位  

（第１位はシンガポール）。業種別には輸送機器産業、金属・機械

産業、電気・ガス・水道、不動産、化学・薬剤産業の順で多く、

この分野は、インドネシアが優先的に推進している分野であり、

非常にうれしく思っている。 

  ○地域別の投資だと、94％がジャワ島に集中している。マルク州  

及びパプア州は０％となっているが、ここは非常に広い面積で、

大きな可能性を秘めた地域であるため、日本企業の中にも興味を

もたれつつある。  
 

【インドネシア政府の投資政策について】 

○インドネシア政府の投資促進策の基本となるのが「インドネシア

は安全で安定して改革を進めている国」だということである。 

○ 世 界 銀 行 が 発 表 し て い る 投 資 政 治 状 況 を 評 価 す る 指 数 で は 、  

インドネシアは、2016 年は調査対象国中 106 位だったが、2017 年

は 91 位に上昇した。 

○ジョコウィ大統領政権になってから、15 の経済政策パッケージを

発表し、投資の促進と競争力強化を図っている。特に工業製造  

関係に関する政策は 99％実施しており、経済特別区に関する政策

も 8 つ実施している。 

○企業家にとって関心の高い最低賃金については、地域ごとに政府

と労使で三者協定により決定されるが、ある年の最低賃金にその

年のインフレ率とＧＤＰの上昇率を加えて算定する方式を導入す

ることにより、次の年の最低賃金を予測可能にした。 

○投資促進のために、インドネシア政府は直接建設簡便化工業地域

というものを設けて、この地域内に工場を開く場合には、工場の

建設を直ちに始められる。10 州に 32 地域定めている。 

○創業時の資本財輸入について、グリーンライン（通関の際に検査

なしで通関手続きが行われる）で通関を行うことができ、関税  
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手続きが最低３日かかるところを、30 分で終わらせることができ

る。投資調整庁の推薦を受けるための条件は①新設の企業である

こと、②工場の建設期間中であること、③工場建設の進捗を投資

調整庁に報告することである。 

○インドネシアにおける投資は、ネガティブリスト（規制されて  

いるものが列挙されているリスト）によりどの業種に、どの程度

外国企業が投資できるか制限されている。 

○2016 年以降、100％外国資本が許容される事業分野が多くなって 

いる。海外からの投資条件も規制緩和を進めている。 

○ 100％外国資本で投資可能な分野は繊維、縫製（既製品）、化学  

薬品、医薬品原材料、金属並びに非金属製品、コンピュータ・   

電子機器・光学製品、機械器具、電気器具、自動車・トレーラー、

その他の運輸機器、航空機、鉄道の列車等である。 

○インフラ部門では、廃棄物処理など 100％外国資本が認められてい

るものもあれば、港湾管理・空港管理は 49％、10 メガワット以下

の小規模発電所は 67％の外国資本投資が認められている。 

○その他として通信サービス、建設事業並びに建設事業コンサル 

タントは、海外企業に制限されており、国内企業とパートナーを

結ばななければ投資が出来なくなっている。 

 

 
イ ン ド ネ シ ア 投 資 政 策 の 説 明  

 

○ジョコウィ大統領は観光事業の推進に非常に力を入れており、3 つ

星以上のホテルであれば、外国資本 100％での参加が認められて 
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いる。２つ星以下のホテル等は 67％まで認められている。 

○インドネシアでは e-コマース（電子商取引）が非常に広まってお

り、e-コマース、マーケットプレイス(インターネット上の取引市

場)、アプリケーションの販売については海外資本 100％が許され

て い る 。 た だ し 、 通 信 に 関 わ る イ ン フ ラ 、 運 送 業 、 サ ポ ー ト    

サービス等は 67％が限度である。 

○財務・税務上のインセンティブとして、インドネシア国内で生産

さ れ て い な い 機 械 、 あ る い は 生 産 さ れ て い る が 仕 様 や キ ャ パ  

シティの問題で輸入しなければならないものに関しては、２年間

輸入関税が完全免除され、さらに国内部品を最低 30％使用すれば、

4 年間に延長される。 

○タックスアローワンスとは、６年間にわたって、所得税を年間 5％

ず つ 、 合 計 30％ 削 減 す る も の で あ る 。 140 事 業 分 野 が 対 象 と   

なっている。条件として、投資の金額や雇用の状況、国内部品の

使用率や工場の建設場所等がある。 

○タックスホリデーとは、投資額が最低 1 兆ルピア以上、あるいは

8,000 万ドル以上（約 90 億～80 億円程度）、かつ８つのパイオニ

ア産業に当たる場合、所得税が免除になる。 

○８つの経済特別区域があり、ここに工場を建てると海外労働者の

居住許可や土地の所有許可、労働者の移住について優遇措置が 

受けられる。２区域が建設済みである。 

 

（５）主な質疑応答 

（問）インドネシアとしてはどのような業種を外資に対して誘致して

いきたいのか。 

（答）最優課題はインフラ整備である。インドネシアは 13,466 の島々

からなる国であるが、まだ島の間の連結性が不完全であるためで

ある。つまり、港湾、空港、高速道路、橋、10 メガワットを超え

る発電事業の需要がある。 

２番目は製造業である。以前までは天然資源を現状輸出してい

たが、現在は禁止されているため、加工業の誘致が必要である。  

製 造 業 の 中 で も ５ つ の 優 先 分 野 が あ り 、 ① 労 働 集 約 型 産 業 、   

② 輸 出 志 向 の 製 造 業 、 ③ 輸 入 代 替 産 業 、 ④ 高 付 加 価 値 産 業 、    

⑤機械産業が優先されている。 
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３番目は海運・造船業、４番目が家畜産業を代表する農業・   

農産物加工業、５番目はレストラン等を含む観光業である。 

 

（問）日本として日系企業が進出していくためにはどのような課題が

あるのか。 

（答）まず、事業用地の確保が問題となっており、土地には既に住民

がいる場合が大半なので、土地買収が困難である。そのため工業

団地内で操業せざるを得ない状況である。 

２番目に地方政府と中央政府の規制の齟齬があげられ、中央 

政府で許可を出したものに地方政府が認めないというケースも 

ある。当庁においてはそれを解決するため、問題の種類ごとに  

ワーキンググループを作り、対応している。 

３ 番 目 は 労 働 問 題 で あ り 、 毎 年 労 働 賃 金 に つ い て 争 議 が   

起こっている。それに対応するため、最低賃金の計算式を作り、

客観的に算定することとした。 

 

 

イ ン ド ネ シ ア 投 資 調 整 庁 に て  
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３ 大世グループ 

 

（１）日  時  2017 年８月 23 日（水）13 時 20 分～14 時 20 分 

（２）調査事項  日本からの食材輸入状況、現地人材の雇用状況等に

ついて  
（３）経  過  

初めに、竹谷大世ＣＥＯより歓迎のあいさつがあり、その後、  

鈴木議員から調査協力に対するお礼のあいさつを行った。続いて、

同ＣＥＯより日本からの食材の輸入状況、現地人材の雇用状況、  

外資に対する投資関係政策の現場での運用状況等の説明があり、 

質疑応答を行った。 

 

 

竹 谷 大 世 Ｃ Ｅ Ｏ （ 右 ） と 高 橋 誠 氏 （ 左 ） に よ る 会 社 概 要 の 説 明  

 

（４）調査概要 

 【会社概要】 

  ○大世グループは日本から進出した企業ではなく、現地で創業した

企業である。竹谷ＣＥＯの母がインドネシアで起業した飲食店を、

2002 年から竹谷ＣＥＯが承継し、新たな事業として当時インドネ

シアでは珍しかったラーメン屋を、現地で 17 店舗経営している。

ジャカルタの日本食料理店としては３番目に古い。 

  ○併せて、食品関係の物流事業、走行管理に関するシステム事業、

輸入事業や、ジェトロの協力を得て農林水産事業を手掛けている。  
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【現地人材の雇用状況】 

○従業員は、現在 400 人程度雇用しており、そのうち日本人は５人

である。 

○インドネシア人の従業員は手先が器用で覚えが早い。しかし、  

業 務 に 慣 れ る と 自 己 流 で 業 務 を 処 理 し て し ま う 傾 向 が あ る 。  

これを防止するため、当方においては、料理の味に差が生じない

よう、調理方法を厳密にマニュアル化し、料理の味に差が出ない

よう厳密に管理している。 

○インドネシアは、いわゆる常夏の国である。そのため、インド  

ネシア人の従業員は日本の四季の感覚が分からず、日本料理と 

して、季節の料理の概念を教えるのに苦労した。その点では日本

人の板前がインドネシアでは求められている。 

 

 【日本からの食材の輸入状況】 

○インドネシアから食材を輸出するのは簡単だが、インドネシアに

輸入するには検疫の制度が非常に厳しいため、難しい。航空便で

輸入した魚を検疫するのに２～３日かかってしまう。物理的に 

無理である。 

○店舗で使用している食材は、日本からは醤油等の調味料、肉、  

野菜等を輸入している。 

○ 2004 年 ４ 月 ま で は 外 資 100％ で 輸 入 商 社 が 設 立 で き る 制 度 で  

あったため、輸入商社を立ち上げ、自ら輸入を手掛けようとした

が、設立に当たっての外資規制のほかに輸入枠の制限があり、  

航空品の輸入枠の申請の際には１つの輸入品目につき 250 万円の

申請費用がかかり、１つの輸入品目では商売にならないため、  

複数の輸入品目を申請すると、その数だけ申請費用が必要になる

上、５年後には許可を更新しなければならない制度で、利益が  

出ないため、辞めざるを得なかった。 

 

【投資関係政策の現場での運用状況等】 

○ イ ン ド ネ シ ア で は 、 外 国 人 が 現 地 で 創 業 す る 場 合 も 、 外 資 が   

インドネシアに進出する場合の扱いを受ける。資本金に少しでも

外国人からの出資がある場合も、同様である。 

○インドネシア投資調整庁での許可は、同庁の宣伝とは異なり、  
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現実には、大体１年程度かかっているというのが現状である。 

○日本から進出してきた企業も、外資規制をクリアするための現地

のパートナーによっては、苦戦を余儀なくされる。日本で誰でも

知 っ て い る よ う な 大 手 の 食 品 メ ー カ ー で さ え も 、 約 20 年 、    

ジャカルタ近郊以外で、販売することを禁止され、また新商品の

開発を禁止される等、インドネシアで思うように事業展開ができ

なかった。パートナーが現地で力を持っている場合、そこには  

逆らえない。 

○インドネシアでは、法令の運用が不明確であると言わざるを得ず、

同じ法令の適用について、担当者ごとに言っていることが違う 

ことが多々ある。また、法令そのものの改正も頻繁に行われてお

り、内容が細かい。また、日本と違い、制度の改変に躊躇する   

ことがなく、例えば、ある制度の運用を開始した１週間後に急に

その制度が変わることや、制度改正を前日になって取りやめる等

があり、対応に苦慮している。 

○ 例 え ば 、 商 社 は 、 2013 年 ま で は 100％ 外 資 で の 投 資 が 可 能 で   

あったが、2014～ 2015 年にかけて外資が 33％にまで制限された 

ことで外資が多数派を占めることができないことから一気に商社

の進出が減り、現在は外資の割合が 67％になっている（残り 33％

は、現地資本でなければならない。）。この商社に関する規制は、

規制を厳しくするとクレームを受けて規制緩和という流れになっ

ているが、それでも現段階では外資に対しては厳しいと感じてい

る。 

○最新の情報として、外資の飲食店については、今後新たに出店  

する場合には、店舗ごとに定款を発行して別法人化し、その資本

金として 25 万ドルを用意しなければならないという制度改変が 

あ る と 聞 い て い る 。 Ｃ Ｅ Ｏ で あ る 自 分 が 外 国 人 で あ る こ と に  

よって、会社の存続が危うくなるおそれがある。インドネシアは、

外資に対して過酷な政策を展開することがあるという一面で、 

自分の会社が外資企業と扱われない方向での対応を検討している。 

 

（５）主な質疑応答 

（問）日本の農産物を使うことはあるのか。 

（答）現地で日本の野菜を栽培していた日本人がいたため、大葉など
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は今ではインドネシアの食卓に並ぶようになった。現在はその弟子

たちが栽培を続けているが、インドネシア人は、イスラム教の考え

方なのか、何事も「インシュアラー（神の思し召し）」として考え、

より良い作物ができるように工夫や努力をせず、諦めてしまうとこ

ろがある。そのため、現在は栽培の指導をしながら、生産量を上げ

ようと考えている。そのため、どちらかと言うと農産物を輸入する

というよりも農産物を現地で育てて使用する方が多い。 

 

（問）同じイスラム教国であるマレーシアは、経済成長率等の数値  

データが、インドネシアに比べてよい。インドネシア国民の特徴、

問題点等は何か。 

（答）インドネシア人は、定められたルールよりも、いわゆる「皆が  

やっているから」に流される傾向があると言わざるを得ない。  

それを前提とした教育、人事制度が必要であると考えている。 

 

（問）従業員の社会保険等は完備されているのか。 

（ 答 ） 当 社 で は 、 独 自 に 、 民 間 の 保 険 会 社 を 活 用 し て 、 全 社 員 に    

対 す る 傷 害 保 険 を 、 扶 養 家 族 を 含 め て 完 備 し て い る 。 イ ン ド   

ネシアでは、国の保険制度もあるが、無料診療所で 1 日並んでも

診察が受けられない場合もあることや、救急車が有料のため料金

を払えないと救急搬送や病院での手術が受けられないということ

もあるからである。 

 

（問）会社の離職率はどうか。 

（答）一般論としては、極端な話だと、隣にある店から従業員が引き

抜かれてしまうこともある。また逆に隣から「雇ってくれ」と  

売り込んでくることもある。だから、従業員に対し、この会社に

対する忠誠心を植え付けるのに苦労した。経営  理念の共有等 

日本的な手法を導入した。 

 

（問）汚職の実態はどうか。 

（ 答 ） 汚 職 ・ 賄 賂 の 文 化 は 根 づ い て し ま っ て い る が 、 汚 職 を 撲 滅   

しようという動きのおかげで無くなってはきている。 
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（問）労働問題としてストライキの発生状況はどうか。 

（答）労働争議はある。労働組合が強く、デモやストライキはよく  

発生しており、例えば現在大手商社が 17％の賃上げ要求を受けて

いる。 

 

（問）客層は日本人が多いのか。 

（ 答 ） お お む ね ６ 対 ４ 程 度 の 割 合 で イ ン ド ネ シ ア 人 が 多 い 。 特 に   

ランチは８割方インドネシア人である。インドネシア人に対し、

日本食の雰囲気が評判で、カップルで日本酒の 300 ミリリットル

程度の小瓶を分け合って飲むことが評判である。 

 

大 世 グ ル ー プ が 経 営 す る 店 舗 「 キ ラ キ ラ 銀 座 」 前 に て  
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３ イオンモールＢＳＤシティ 

 

（１）日  時  2017 年８月 23 日（水）16 時 30 分～17 時 50 分 

（２）調査事項  日本からの食材の輸入状況、現地人材の雇用状況等

について  
（３）経  過  

初めに、三野剛ゼネラルマネージャー（ＧＭ）より歓迎のあいさ

つがあり、その後、戸村議員から調査協力に対するお礼のあいさつ

を行った。続いて、三野ＧＭ、田中ＧＭ、磯部運営部長等より日本

からの食材の輸入状況、現地人材の雇用状況、投資関係政策の現場

での運用状況等の説明があり、質疑応答を行い、施設内を視察した。 

 

 
イ オ ン モ ー ル Ｂ Ｓ Ｄ シ テ ィ よ り 会 社 概 要 の 説 明  

（４）調査概要 

 【会社概要】 

○2012 年に現地法人を設立し、商業施設の開発と運営を行っている。

１ 号 店 で あ る Ｂ Ｓ Ｄ シ テ ィ は 、 イ ン ド ネ シ ア の 大 手 不 動 産    

デ ベ ロ ッ パ ー と 提 携 し た 合 弁 会 社 に よ り 、 2015 年 ５ 月 末 に    

オープンした。また、今年９月 30 日にジャカルタ北西部に２号店

をオープンする予定である。６店舗の出店までは決定しており、

2025 年までにジャカルタ近郊に約 10 店舗オープンする計画である。 

○インドネシアへの進出に当たっては、1990 年代初めから調査を 

始めており、90 年代初めに 1 回目の調査、90 年代末に 2 回目の調

査、そして今回の出店に至っている。90 年代当時は、イオンの  

ような小売業が外資に開放されていなかったため、現地企業との

連携による進出を検討していたが実現に至らなかった。2010 年に 

小売業が外資に開放されたため、進出に至った。 
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 【ハラル認証について】 

○ 現 在 、 こ の 店 舗 の 顧 客 の 構 成 比 は 、 非 イ ス ラ ム 教 徒 の チ ャ イ   

ニーズ系のお客様が４割程度であり、かつ、比較的富裕層のため、  

ハラル認証を取得していなくても、商品は売れる情況である。 

○しかし、インドネシアは、人口の 87％がイスラム教徒であるため、

マーケットから考えると、ハラル認証の取得は必要であると考え

ている。 

○インドネシア政府も、ハラル商品でなければ輸入させないという

法律を議会で提案しようという動きもあるため、ハラル認証の 

取得に越したことはないと考える。しかし、ハラル認証の取得は

非常に費用がかかるため、まず、製品に豚とアルコールを使って

いないことを表示することから始め、それがマーケットに通用 

するかを試してから市場に入るのがよいのではないかと考えて 

いる。 

 

【日本からの食材の輸入状況について】 

○日本産品を売るときは、１回の輸入量が多くならざるを得ず、売り

切ることが難しく、現在は日本商品への門戸を広げるために利益を

度外視して販売している。 

○顧客の 99.5％は現地のインドネシア人であるため、日本人向けに

売っても数が出ないので、現地に受け入れられる商品というのが 

前提となる。日本産品を求めてわざわざ来る方もいるので、日本の

商品は販売し続けたいと考えている。 

 

ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト の 視 察  
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（５）主な質疑応答 

（問）農林水産物や食品関係の流通状況はどうか。 

（答）インドネシアは物流網が整っておらず、物流にコストがかかる。

各地で農林水産物が豊富に収穫できるが、これをジャカルタに運

搬することが大変難しい。原価の２割（日本は１割）が物流コス

トにかかっているといわれている。したがって、コストがかから

ないようにジャカルタ近郊から商品を手配している状況である。 

また、冷蔵トラック等のコールドチェーンが整備されていない

た め 、 イ ン ド ネ シ ア 全 土 か ら 商 品 を 集 め る の が 難 し い 。 現 在  

ＪＩＣＡのプロジェクトで改善を目指しているが、まだまだ流通

網は脆弱である。ジャカルタ近郊でショッピングモールが 100 

カ所程度あるが、総じて、農林水産物はインドネシア国内産のも

のが 60～70％程度で、海外品が 30～40％程度である。 

 

（問）外国産の農林水産物は主にどういったものが出回っているのか。 

（答）まず、インドネシアと日本の二国間協定によって認められた   

商品でなければ、日本から輸入することができない。農産物に  

ついては、検査のハードルも非常に高く、残留農薬検査や放射能

検査など品目ごとに検査内容が決められており、検査費用は輸入

するごとに毎回発生し、その費用が、1 回の検査ごとに、梨が約

７万円、桃が約 10 万円、ブドウが約 40 万円である。1 回の輸入

ごとに、これだけの検査とその費用が必要になる。 

このように、インドネシアの輸入政策は、検査等の非関税的な

障壁を与えることで外国産品の輸入を阻んでいる保護主義を取

っていると考えている。 

なお、イチゴや柿はインドネシアと日本の二国間協定の対象と

なっていないので、輸入できない。イチゴは、アメリカや韓国が

インドネシアと二国間協定を締結していることから、これらの国

から入荷している。 

水産物についても、インドネシアが島国であることから水産業

が盛んなため、輸入に関しては非常に厳しい。インドネシアで採

れる魚については、品質は抜きにしても、できる限り輸入を抑え

ている。しかし、サーモン、サンマ、サバ等は、インドネシアで

は取れない魚のため、比較的輸入がしやすい。農産物の輸入と水
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産物の輸入とを比較すると、農産物の方が輸入のハードルは高い

と感じている。  

 

（ 問 ） 日 本 産 の 農 林 水 産 物 と は 今 後 、 よ り 消 費 さ れ て い く も の   

なのか。現地の方々が日本産の農林水産物に持っている  イ

メージはどのようなものか。 

（答）インドネシアは親日国のため、日本に対する憧れや信頼度は  

非常に高く、値段が高くても買う層はいる。現在、福島県産の

桃を 800～900 円で売っているが、１週間で 100～200 個は売れ

る。したがって、富裕層は確実に増えていることから、富裕層

に対して商品の品質等を訴求することで販売拡大につながるも

のと考える。 

日 本 産 リ ン ゴ と モ モ の 販 売 状 況            和 牛 の 販 売 状 況  

 

（問）千葉県には「ちばＧＡＰ」があるが、インドネシアにおいては

食の安全やＧＡＰ認証は武器になり得るのか。 

（答）食の安全は世界共通で求められているものである。農産物の   

輸入品にはグローバルＧＡＰが求められる。日本で生産国認定を

受け、検査無しで輸入できるものは、唯一青森県産のリンゴのみ

である。しかし、生産国認定を取っていても、グローバルＧＡＰ

を持っていないリンゴは入ることが難しい。また、Ｊ－ＧＡＰで

は検査が通らないこともある。 

ただし、Ｊ－ＧＡＰ認証を取っていなくても、日本の商品で安

全でおいしいものはたくさんある。二国間の協定と交渉の中で、  

日本の製品はこれだけ安全性が高く、質が良いことを、外交を通

じて政府間で理解して貰うことが必要ではないか。 
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（問）イオンの日本でのイメージは大衆に向けて全国展開している

ように思えるが、このインドネシア店舗はどちらかというとミ

ドルアッパー層を対象にしているものと考える。インドネシア

においてイオンとして何をターゲットとしているのか。 

（答）基本的には日本と同じく中間層のファミリー層（世帯所得  

月額 18～20 万円）をターゲットとしている。このＢＳＤシティ

はジャカルタ近郊でも富裕層が多いエリアであるため、どちら

かというと中間層の上を狙っている。 

２号店については、中間層の下を考えている。実際には、同じ

商圏内に、月額５～30 万円くらいの世帯が混在しているため、

基本は中間層をターゲットとしているものの、モールに足を運ぶ 

顧客層にはかなり幅がある。 

 

（問）３度目の正直でようやく出店を果たし、現在は 10 店舗を   

オープンする計画ということだが、そのように状況が変化した

理由は何か。 

（答）法律の改正があり、不動産業が外資 100％でローカル企業を 

設 立 で き る と い う と こ ろ が 大 き か っ た 。 日 本 か ら 出 店 す る  

テナントも多いが、業種によって 49％しか出資できないものも

あり、そこにリスクを感じて出店を断念するテナントもあった。 

 

（問）本日、インドネシア投資調整庁からの説明を受け、手続きの

窓口は 1 カ所に 集約され 、要件 を 満たせば 速やか に 投資の  

許可をするとのことだった。一方、日本人経営者の実際の声を

聴けば、外資の経営の現実は大変厳しく、また、インドネシア

への農産物の輸入には大変な困難が伴うとのこと。 

大変な障害をクリアして出店し、２号店が間もなくオープン

するとのことだが、インドネシアをはじめとした東南アジア進

出をどのように考えているのか。 

（ 答 ） さ ま ざ ま な 障 害 が あ る の は イ ン ド ネ シ ア だ け で は な く 、   

大なり小なり各国に障害が存在するものと考えている。インド

ネシアは、大変可能性のある国であるため、東南アジアの中で

も 重 点 国 で あ る と の 認 識 で 取 り 組 ん で お り 、 そ の 可 能 性 に    

賭けている。ほかには、ベトナムは市場規模が非常に大きく、
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イオングループとしても力を注いでいる。 

 

（問）日本とインドネシアではテナントの違いや特色はあるか。 

（答）テナントを誘致する際の賃料の取り方が違う。日本では売り上

げに対する歩合で賃料をいただく歩合賃料が主流だが、インドネ

シアでは固定賃料が主流である。歩合賃料は各店の売り上げを申

告してもらわなければならないが、現地の人は生の売り上げデー

タを公開したがらない。イオンとしてはテナントをサポートしな

がら一緒に 盛り上げ、売り上げを上げていこうという考えだが、

固定賃料だと  その連携が難しい。 

    

（問）現地のスタッフを雇用する際の課題や社員教育について日本と

の違いはあるか。 

（ 答 ） 日 本 式 の 「 お も て な し 」 す る 接 客 や 会 社 に 対 す る 忠 誠 心 、       

モラルについてはまだ課題がある。 

また、インドネシアは人件費が日本と比べて安く、労働市場に

ついては非常に潤沢である。その中から、いかにポテンシャルの

高い人材を採用し、育て、生産性を上げていくことが今後の課題

である。今後店舗を増やしていく中で、日本のスタイルを取り入

れながら、インドネシアならではの人材教育制度を作り上げてい

きたい。 

また、インドネシアの特徴としては非常に転職する人が多く、

自分が積んだキャリアを売り込んで、他の企業に乗り込むような

勢いで転職していく。インドネシアの雇用契約形態は基本的に  

労働者保護で正社員になることが多くなっており、基本的に３回

目の契約をした段階で、いわゆる正社員となる。マネジメント層

には長く働いてもらいたいが、いわゆるワーカーは２回の契約で

切って入れ替えることもやっている。 

そういう意味ではキャリアをうのみにせず、しっかりと見極め

て３回目の契約をするかを考えなければならない。インドネシア

は学歴を重視する傾向にあり、例えば高卒はマネジメント層にな

れないことが多いが、イオンでは、試験等で良い人材を発掘し、

実際に高卒でもマネジメント層に昇格しているケースもあり、  

一定の成果はあると感じている。 
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イ オ ン モ ー ル Ｂ Ｓ Ｄ シ テ ィ に て  
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８ パノラマ・ツアーズ・インドネシア 

 
（１）日  時   2017 年８月 24 日（水）９時 00 分～10 時 20 分  

（２）調査事項   インドネシアの観光市場、訪日観光の動向等に  
ついて  

（３）経  過  
初めに、常務取締役の和泉氏よりあいさつがあり、その後、竹内

副団長から調査協力に対するお礼のあいさつを行った。続いて、 

同氏よりインドネシアの観光市場、訪日観光の動向、効果的な情報

発信手法等の説明があり、質疑応答を行った。  

 

和 泉 常 務 取 締 役 か ら の あ い さ つ  

（４）調査概要 

【会社概要】 

○パノラマ・ツアーズ・インドネシアは、ジャカルタに本社を置く 

イ ン ド ネ シ ア 大 手 の 旅 行 会 社 で 、 主 に 同 国 発 の 海 外 旅 行 を 取 り 

扱う。従業員数は約 950 人で、現地に 56 店舗を展開しており、  

国内に幅広い販売網を持っている。 

○本年４月に日本のＪＴＢと資本提携を行い、同社が発行済み株式

の 40％を取得し た。現地の店 舗網 と顧客基盤を 活用 して、有望  

市場であるインドネシアの観光市場開拓を目指している。 

○ ジ ャ カ ル タ 支 店 の 主 要 事 業 は 、 イ ン ハ ウ ス と ア ウ ト バ ウ ン ド で 

ある。インハウスは、日本のＪＴＢから顧客をインドネシアに迎え

るため、宿泊地などの各種手配を行っている。顧客は 100％日本人

で、バリ島への送客がほとんどである。アウトバンドは、コーポ 

レートとレジャーに分かれる。コーポレートは出張手配といった
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ビジネス関連、レジャーはその他観光関連の事業である。同社では、

特にアウトバウンドに力を入れている。 

 

【インドネシアの観光市場】 

○アジア主要国からの訪日観光客の推移を見ると、現在最も伸びが

大きい のが タイ で ある。 今年 は 100 万 人を超 える と も言わ れ て  

いる。シンガポールとマレーシアも、ほぼ同じような伸びを見せて

いるが、シンガポールは人口の規模から考えるとそろそろ限界を

迎える印象である。 

○ＪＮＴＯの発表によると、2016 年のインドネシアからの訪日観光

客は、 27 万人と過去最高を記録した。対前年比では約 1.3 倍に  

伸びており、今後の成長に弊社も注目している。この状況は、2012

年頃のタイの状況と似ているからである。インドネシアは人口も

２億５千万人を超え、潜在的に有望な市場と考えている。タイは

2012 年から一気に伸びたので、インドネシアもこれから爆発的に

伸びるのではないかと期待している。  

 

 【訪日観光の動向】 

○2016 年のインドネシア人月別訪日数の推移を見ると、訪日旅行数

が増加傾向にあるのは桜咲く４月、レバラン、学校の休みがある 

７月、そして年末の 12 月である。レバランは断食明けの休暇の  

ことで、多くのインドネシア人はこの休暇に、年休などを合わせて

７～10 日ほど休みを取り、海外旅行などを楽しんでいる。そして、

近年増加傾向にあるのが、紅葉シーズンの 10 月～11 月である。 

これまでは、桜や雪を見たいという方がほとんどであったが、ここ 

数 年 、 紅 葉 の 良 さ に も 気 が 付 き 始 め た よ う で 、 徐 々 に 人 気 が   

高まっている。 

○旅行方面の傾向としては、やはり東京～大阪、京都のゴールデン 

ルートが人気である。最近は、岐阜県の高山や白川郷、長野県と 

いった中部地方や、北海道にも人気が広がりつつある。 

○インドネシア人は大体英語が上手なので、個人でもある程度海外

旅行が可能である。以前の日本は、英語を話せる人があまりおらず、

外国語の表示も少なく不便であったが、ここ数年は英語を話せる

方 や 外 国 語 表 示 も 増 え て き た と 聞 い て お り 、 日 本 も 受 け 入 れ に 
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慣れてきたという印象がある。 

○ゴールデンルート以外は、まだまだ知られていない地域が多く、 

今後のプロモーション活動が重要である。千葉県についても、東京

ディズニーランドは知っていても、それ以外は知らないという方

が多いと思う。 

 
事 業 概 要 の 説 明  

 

○インドネシア人の海外旅行の回数は、年１～２回の方が 66％、次

いで３～４回の方が 15％である。行き先としては、近隣のシンガ

ポールやマレーシアが多い。シンガポールでは、例えば、ブランド

のバッグや化粧品などは、シンガポールで購入するほうが安いか

といった、買い物に関する問い合わせが多い。 

○日本への訪問については、６割の方がまだ行ったことがないとの

ことであった。次いで１～２回の方が３割と、リピーターのほうも

まだ少ない。 

○旅行形態については、パッケージとＦＩＴが半々くらいである。 

ＦＩＴは、団体旅行やパッケージツアーを利用することなく個人

で海外旅行に行く形態であり、年々増加傾向にある。この状況に 

旅行会社も苦戦している。 

○日本で行ったことがある又は行きたい場所については、関東圏が

最も多く、東京でのショッピングなどが人気である。次いで北海道

である。北海道は知名度もあり、冬場の雪はインドネシアで見る 

こ と が で き な い た め 、 雪 遊 び を し て み た い と い っ た 声 を 聞 く 。  

続いて、関西方面の大阪、京都である。こちらも知名度があり、  

人気の都市である。一方、九州や東北はまだ知名度が低い。また、
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九州や沖縄は暑いこともあり、それほど人気がない。 

○ 日 本 の ど の よ う な も の に 興 味 が あ る か と い う 質 問 に つ い て は 、 

グルメであるとの回答が圧倒的に多い。インドネシアでも日本食

は好まれており、多くの日本食レストランが展開している。また、

シ ョ ッ ピ ン グ も 人 気 で あ る 。 日 本 は 割 と 良 い も の が 安 く 売 っ て 

いるというイメージがある。高くてもそれなりに質が良いため、 

日 本 は そ れ ほ ど 高 く な い と い う 声 も 聞 く 。 芸 術 分 野 や 東 京   

デ ィ ズ ニ ー ラ ン ド な ど の テ ー マ パ ー ク も 人 気 で あ る 。 一 方 、   

スポーツに関しては、それほど強い選手がいないためか、関心が低

い。 

 

【観光プロモーションについて】 

○自治体のプロモーション手法として最も多いのは、旅行博である。

毎年ＪＮＴＯが主催している「ジャパントラベルフェア」に出展す

る自治体が多い。パノラマツアーズと共同でブースを出展するこ

とも可能である。店頭プロモーションとしては、ポスターの掲示や

テナントカード、ＶＴＲ放映等がある。他にも雑誌広告や屋外看板

などがあり、屋外看板は北海道などが活用している。 

○ブロガーの活用も有効である。人気のブロガーは読者も多いので、

影 響 力 が あ る 。 ブ ロ ガ ー を 招 待 し て 千 葉 県 で の 体 験 を 発 信 し て 

もらうことも知名度の向上に効果的ではないかと考える。 

 

【宗教上の留意点について】 

○イスラム教徒は、豚肉、アルコール等が禁止されている。スーパー

には豚肉も販売されているが、他の肉類とは離れた場所に陳列さ

れ て お り 、 調 理 す る 場 所 も 分 け て い る 。 た だ 、 イ ス ラ ム 教 徒 で  

あっても豚肉を食べる方やお酒を飲む方はいて、インドネシアは

比較的緩い。一方、マレーシアは厳格である。 

○旅行手配の際は、事前に希望を聞いて豚肉を外したりするが、同じ

レ ス ト ラ ン で 豚 肉 を 食 べ て い る 人 が い て も 気 に し な い 方 が   

ほとんどである。日本人が考えるほど気を使い過ぎることはない。 

○おすすめは日本料理である。お寿司、天ぷら、うどん、そばなどは

問題ない。また、日本の果物も喜ばれる。日本にいるとあまり感じ

ないかもしれないが、日本の果物は非常に甘くておいしい。海外で
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食べたりんごや桃は、あまりおいしくない。ケーキなども女性に 

好まれる。 

○かけごとは禁止されているため、パチンコや競馬にはお連れしな

いほうが良い。 

○ 男 女 と も に ひ ざ か ら お へ そ ま で の ど こ か 一 部 で も 見 え て し ま う 

格好をしてはいけない。裸になる習慣もないので、温泉は好まれな

い。温泉地へ行ってもシャワーで済ませる方が多い。  

 

【訪日旅行の拡大に向けて】 

○訪日旅行の拡大するためには、航空座席の供給拡大が必須である。

ジャカルタはまだ供給が少ない。航空会社はＪＡＬ、全日空、ガル

ーダ航空があり、成田及び羽田からは、全日空３便、ＪＡＬ２便、

ガルーダ１便が毎日飛行している。大阪からの飛行は、１週間に３

日である。航空座席が増えないと、必然的に訪日が増えないため、

航空会社に直接営業している自治体も多い。 

○航空会社は片道だけの需要拡大では路線拡大はしない。相互交流

が進まないとうまくいかない。インバウンドの拡大には、アウトバ

ウンドの拡大も必要ということである。 

○インドネシアとの関係で見ると、まだ日本からの訪問が多い。イン

ドネシア人の 27 万人に対して、日本人は 50 万人強である。訪問先

はバリ島とジャカルタに分かれており、約半々である。バリ島は 

観光客で、ジャカルタはビジネスの出張が多い。 

○ イ ン ド ネ シ ア と 日 本 の 相 互 交 流 を 深 め る 切 り 口 の １ つ と し て 、 

学校教育が有効であると考える。高校の修学旅行先として、インド

ネシアも日本との交流に協力的な学校が多い。同国も歴史や文化

など、学習テーマが豊富なので、お勧めである。今世界で一番多い 

宗教は キリス ト教 である が、 2100 年頃は イスラ ム教 徒が一 番に 

なると言われている。８～９割がイスラム教徒というインドネシ

ア の 地 で 交 流 を 深 め る こ と で 学 習 で き る こ と が た く さ ん あ る と 

考えている。 

 

○ 2018 年は日本とインドネシア国交樹立 60 周年にあたる。国交を 

交わした１月 20 日に向けて、大使館を中心に記念式典やイベント

が計画されている。日系企業でも色々な企画を予定しているよう
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である。2018 年はインドネシアでのイベントやプロモーションに

良い年であり、他のイベントと共同でプロモーションを実施する

な ど も 有 効 で あ る 。 プ ロ モ ー シ ョ ン さ れ る の で あ れ ば 、 来 年 は  

インドネシアが良い。これを契機に、日本人とインドネシア人の 

交流がさらに深まることを期待している。 

 
（５）主な質疑応答  

（問）本県からの情報発信はどれほど行われているか。 

（答）いろいろな旅行博に参加しているが、千葉県から来ていたケース

はあまり記憶にない。最近、力を入れている地域は、中部地域から

愛知県や長野県といった、昇龍道（中部・北陸地方（富山県・石川

県・福井県・長野県・岐阜県・静岡県・愛知県。三重県・滋賀県）

を「龍」に見立てた「昇龍道ルート」のこと。）の地域である。      

また、九州の観光協議会の方が連携して来るケースや、ホテルの方

が単独で来るケースがある。 

一般的には、東京、大阪、京都、北海道以外あまり知らないので、

千 葉 県 の こ と が わ か る と い う 方 は ま だ そ れ ほ ど い な い の で は  

ないかと思われる。 

 

（ 問 ） 千 葉 県 の 認 知 度 を 高 め る た め の 情 報 発 信 手 法 と し て 、 一 番   

効果的と考えられるものは何か。 

（ 答 ） や は り ブ ロ ガ ー の 影 響 が 大 き い 。 ブ ロ ガ ー は フ ァ ン が つ い て  

いるので、ブロガーと一緒に行くツアーを企画することもある。 

先 日 、 ブ ロ ガ ー の 方 を ト ラ ベ ル フ ェ ア に 招 待 し て 日 本 の こ と を 

紹介するイベントがあったが、日本の絵や、一蘭のラーメンなど、

細かく情報発信されていた。 

留意点として、ブロガーはいろいろと旅程を入れたがるので、

そうすると日程がつまって、旅行代金が高くなってしまう。結局   

ブ ロ ガ ー が 集 ま ら な い と い う こ と が あ る の で 、 商 売 ベ ー ス と  

ブ ロ ガー の 感 覚 を 合 わ せて 、 ち ょ う ど 良 いツ ア ー を 作 る こ とが 

課題である。 

 

（問）ぜひとも本県への訪日観光客を増やしたい。ブロガーの影響が

大きいということで、例えばブロガーを招待して、本県の梨や 
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イチゴを採って食べてもらうなどの体験を発信してもらう仕組

みが 必要であると感じた。それらを踏まえ、インドネシア人は

大体どのくらいの旅行費用が適切と考えられるか。 

（ 答 ） 何 を 入 れ る か に も よ る が 、 ５ ～ ６ 日 間 の 少 し 長 め の 日 程 と  

して、１人当たり二十数万円である。ターゲットとしては、中の

上位が良いと思う。 

 

（問）インドネシアのイオンでも、中の上位あたり、ミドルアッパー

をターゲットとしているという話があった。本県の場合、イオン

と 共 同 し て 、 日 本 旅 行 が 当 た る と い っ た キ ャ ン ペ ー ン 、    

パッケージの企画も良いだろうか。 

（答）イオンは日系企業であり、日本に興味のある顧客が多い。当社

もイオンと共同でフェアを実施することがある。大きな規模の

ものから、簡単なブースだけ設置するものまでさまざまである。 

 

（ 問 ） 情 報 発 信 と し て 、 本 県 で も 海 外 の ブ ロ ガ ー を 招 待 し て    

イベント等に参加してもらい、それをＳＮＳで発信をしていた

だくといった、「 チーバくん大使」 という事業を行っ ている。  

情報発信以外にも、パッケージとして千葉県を売り込んでいく

ための有効な手段はあるか。 

（答）県単独での売り込みはなかなか難しい。例えば、千葉と東京・

神奈川を周遊するなど、他自治体と連携して周遊プランを組み

立て、旅行会社に提案することなどが有効ではないか。実際に 

九 州 で は 、 各 自 治 体 が 連 合 体 を 組 ん で 観 光 振 興 に 取 り 組 ん で 

いる。 

 

（問）今インドネシアに積極的に展開している自治体はどこか。 

例 え ば 、 埼 玉 県 は 台 湾 に 事 務 所 を 設 置 し て い る が 、 イ ン ド  

ネシアはどうか。 

（答）そのような自治体はまだ少ない。シンガポール、韓国、中国  

な ど は 、 す で に い ろ い ろ な 事 務 所 が あ る が 、 イ ン ド ネ シ ア は  

自治体のプロモーション自体がまだまだ少ない。そういう意味

では、チャンスである。今後インドネシアにシフトしようという

声もあるので、先陣となることは有効だと思う。 
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６ ジェトロ（日本貿易振興機構）マニラ事務所 

 

（１）日  時  2017 年８月 25 日（金）８時 50 分～10 時 00 分 

（２）調査事項  フィリピンの経済概況、海外進出日系企業の動向、

インフラ整備状況等について  
（３）経  過  

初めに、石原孝志所長より歓迎のあいさつがあり、その後、竹内

副団長から調査協力に対するお礼のあいさつを行った。続いて、  

石原孝志所長、中島紳行次長、鈴木翔三ＥＰＡアドバイザーより  

フィリピンの経済概況、海外進出日系企業の動向、インフラ整備  

状況等の説明があり、質疑応答を行った。 

 
石 原 所 長 （ 左 か ら ２ 番 目 ） に よ る 概 要 説 明  

（４）調査概要 

【フィリピンの経済概況】 

○フィ リピン は、「アジ アの病 人」 など、 あまり 良い イメー ジを   

もっていないお客様も多いが、現地の実情を知っていただき、  

フィリピン像をリセットしたいと考えている。 

○フィリピンは、高い経済成長が続いており、ＧＤＰは過去 10 年間

で３倍近くなっている。その要因として、投資が経済を牽引して

いること、在外フィリピン人の送金によって国内消費が増加して

いることが特徴である。 

○投資は国がインフラ投資の支出目標を設定しており、ドゥテルテ

政 権 で は 、 Ｇ Ｄ Ｐ の ７ ％ ま で 支 出 を し て ど ん ど ん イ ン フ ラ を  

作っていこうという話も出てきている 
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○消費は昔から送金経済と言われているように、出稼ぎの方が海外

で稼いだお金が国内消費にまわり、成長へつながっている。 

○投資と消費による経済成長のトレンドはアキノ政権以降続いて 

おり、ＩＭＦやＡＤＢといった各機関からもこのまま進むとの 

見込みが出ている。なお、2017 年第２四半期のＧＤＰ経済成長率

は 6.5％で、統計的にもこの傾向が確認できる。 

○フィリピンの人口は１億人を超え、増加率は２％、人口ボーナス

は 2060 年まで続くとも言われている。19 歳未満の人口が 44％を

占めており、他の東南アジアと比較して若者が非常に多い。労働

人口が多いことから、経済政策の大きな課題として、増え続ける

若者たちにどう職場を提供していくかという点がある。これに 

対してフィリピンは外国企業に対する優遇策を講じている。 

○人口 1 億人の 90 数％が英語で読み書きできるため、英語を使った

ビジネスが盛んである。通常途上国といわれる国では１次、２次

産業の割合が大きいが、フィリピンではサービス産業の割合が 

大 き い 。 具 体 的 に は 、 コ ー ル セ ン タ ー や 財 務 会 計 の 処 理 や    

プログラム開発などのＩＴ－ＢＰＯ（ＩＴ技術に関連した業務の

アウトソーシング）である。 

 

【海外進出日系企業の動向】  

○フィリピンの経済政策は、若者の雇用維持・確保が基本である。

そのために海外企業から投資してもらい、雇用の場を提供したい。

まだフィリピンは途上国なので、外国の力を借りなければなら 

ない。 

○経済政策の柱に海外企業への優遇策が掲げられている。日本企業、

千葉県の双葉電子工業など、電子・電気の関係企業などが多く  

進出しており、東芝はフィリピンにハードディスクの主要工場を

持っている。エプソン、ブラザー、キヤノンといったプリンタ  

メーカーにとっても、プリンター供給のハブ拠点となっている。

みなさんの家庭用のプリンターもフィリピンから輸出されている

可 能 性 が 高 い 。 中 国 や 日 本 か ら 部 品 を 輸 入 し 、 若 い 労 働 者 が   

それらを組み立てて、日本に輸出するという流れである。 

○進出を促す背景の１つに、ＰＥＺＡの優遇措置がある。製品組み

立てのために輸入される部品には、通常は関税などがかかるが、

ＰＥＺＡに登録があればかからなない。また、日本の消費税に  
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相当する付加価値税 12％もかからない。法人税も業種によって 

異なるが、４～８年無税になる。その後も、売上の５％の税金を

払えば、他はかからない。実効税率は 15％くらいと言われており、

非常にインセンティブが多い。 

○貿易統計を見ると、国の輸出・輸入は、日本、中国、アメリカが

多くなっている。先ほどのプリンタの例のように、中国や日本か

ら部品を輸入して、日本に輸出している。統計的に電子・電気や

機械分野の輸出入が増えている。労働集約型の分野では、自動車

のワイヤーハーネスを製造している矢崎総業、住友電装などが 

それである。日本企業は大手を中心に、フィリピンの豊富な労働

力 を 使 っ た も の づ く り を 行 っ て い る 。 貿 易 関 係 の 数 値 で は 、   

フィリピン側が貿易黒字となっているため、日本から稼いでいる

という図式が見て取れる。現在もエプソンが第３工場をつくって

規 模 を 拡 大 し て い る と こ ろ で あ り 、 日 本 か ら 製 造 業 の 進 出 が  

進んでいる状況である。 

 

 

【フィリピンとの貿易】  

○フィリピンと日本の関係では、フィリピンからの輸出が多く、  

同国に付加価値分の利益が入るなどのメリットが大きい。一方、

フィリピンと中国との関係では、フィリピンが輸入超で、中国の

安い製品が大量に輸入されている。ただ、品質の良い日本製品を

買いたいという需要がある。しかし、購買力が追いついていない

ため安いもので我慢するという状況が続いている。 

○中国との比較で、日本の家電製品の例を紹介する。かつて日本  

では、国内消費者向けの商品をアメリカやヨーロッパに輸出して 

お り 、 付 加 価 値 が 付 い た 高 機 能 の 製 品 を 作 っ て い た 。 日 本 が   

それらをアジアに展開する一方で、中国は使わない機能を全部 

落として、安いものを作って輸出した。アジアの購買力は先進国

には追いついていなかったため、日本製品は当然に中国製品に 

負けてしまった。当時の日本は先進国を見てビジネスを展開して

おり、市場に合ったものを作るという視点が欠けていたといえる。 

○フィリピンの購買層が持つニーズに対し、日本が競争力のある価

格で製品を輸出できると、フィリピンだけでなく他のアジア諸国

でのビジネスチャンスも出てくると考える。 
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【外貨収入について】  

○在外フィリピン人の送金は、銀行送金ベースで３兆円であり、  

これらが内需を支えている。 

○アメリカからの送金が多いが、行き先は中東、東南アジアが多い。

フィリピンはアメリカの植民地であったためか、フィリピン人は

同国文化へのあこがれ等から、アメリカへ行く人が多い。それ  

以外は中東、東南アジアなどの英語圏において、英語で仕事が  

できる国を中心に、工事現場での技術者・監督者、ドライバー、

メイドなどさまざまな業種で働いている。 

 

【ＩＴ－ＢＰＯ産業について】  

○フィリピンの外貨収入について、ＩＴ－ＢＰＯ産業からの売り上

げ は 右 肩 上 が り で 増 加 し て い る 。 具 体 的 な 内 容 は 、 コ ー ル    

センターやソフトウェア開発業務などである。 

○最も成長が著しいのは医療分野情報管理で、例えばアメリカから

は保険点数の計算や経理の伝票、帳票類のデータ入力等の業務が

ある。英語のマニュアル､電話、オフィススペースがあればできる

し、若者もいるということでこれらの業務が増えている。 

○同産業は好調なフィリピン経済を支えており、業界売上高の 93％

が輸出売上で、ＧＤＰの 7.7％を稼いでいる。 

○同産業は投資の誘因にもなっている。今フィリピンではオフィス

ビルの需要が増えており、例えばマカティ市では 2016 年の第４ 

四半期の空室率が、0.6％と逼迫している。ＩＴ－ＢＰＯ用のビル

がどんどん建っており、マカティで働きたいというという若者も

非常に多い。それ以外の地方都市でも、ビルのオフィススペース、

電話、コンピュータがあればできるので、ＩＴ－ＢＰＯ用のビル

の 建 設 が 進 ん で い る 。 付 随 し て 駐 在 員 や 従 業 員 が 住 む よ う な  

コンドミニアム、マンションができ、人が増え、ショッピング  

モ ー ル が で き て 、 と い う 形 で オ フ ィ ス ビ ル 、 マ ン シ ョ ン 、    

シ ョ ッ ピ ン グ モ ー ル な ど が か な り 建 っ て い る 。 こ の 傾 向 は 、   

ルソン島以外のダバオ、セブなどにも広がっている。 

 

【インフラ整備状況について】  

  ○フィリピンのインフラについては、まだ不備があり、世界銀行や

ＡＤＢはフィリピン政府に対し、対ＧＤＰ５％の投資をすべきと
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いったアドバイスをしている。これについて、フィリピン政府の

インフラ投資は、マルコス政権時代が３％、アキノ政権時代が

2.2％と高い数値であった。そして現ドゥテルテ政権は、更に 5.4%

まで引き上げようという方針である、今年はインフラの政府計画

を発表した。 

  ○同計画によると、今後３年間で約３兆ペソ、日本円で約７～８兆

円の支出でインフラを整備していこうというものである。大統領

の任期は６年あるが、その残りの２年間でも、さらに同規模の  

支 出 を 行 い 、 合 計 ６ 兆 ペ ソ 、 日 本 円 で 13 億 円 ～ 14 億 円 の    

インフラ投資を計画している。 

  ○フィリピン経済が好調と言われ始めたのは 2010 年で、この年は 

アキノ大統領が就任した年である。2010 年の経済成長は７％超え

ており、2011 年は反動で少し下がったものの、好調な経済が７年

間にわたって続いている。昨年６月に新政権が誕生する前は、ア

キノ政権時代の経済成長６％をどう維持していくのかという点に

関心が持たれていたが、去年の後半は７％、今年に入ってからは

6.5％という実績があり、この経済成長は持続的に進むだろうと 

されている。 

○この成長をより確実にするための一つの方策がインフラ開発で 

あり、フィリピン政府は投資により社会にお金を落としていく 

という考え方を持っている。 

  ○インフラ投資が行われている分野は、港、飛行場、鉄道などの  

交通インフラが中心である。フィリピンの担当官庁は、公共事業

道路省（ＤＰＷＨ）、基地転換開発公社（ＢＣＤＡ）などである。 

  ○フィリピンはアキノ政権の中で、ＰＰＰのコンセプトがアジア一

早く始まった。政府も予算がなかったため、権限を使って民間に

委託する形で実施し、それなりにうまく運営されている。例えば、

軽量高架鉄道で、いわゆる路面電車をベースにした鉄道による 

インフラ・輸送システムが何本か作られている。 

○ 政 府 が 考 え て い る プ ロ ジ ェ ク ト リ ス ト の 中 か ら 、 飛 行 場 の   

プロジェクトについて紹介する。まずプエルト・プリンサ・エア

ポートは、2017 年５月に完成しており、金額は 40 億ペソ、約 100

億円である。次にボホールは、2018 年６月完成予定で、金額は 20

億ペソ、約 50 億円である。ここは中央部の島、セブ島の反対側で

ある。その次がマクタン・セブ、金額は 14 億ペソ。これらの空港
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はＯＤＡにより開発が進められている。 

○フィリピンの島には空港があるものの、近代化が進んでいない 

た め 現 在 整 備 が 進 め ら れ て い る 。 場 合 に よ っ て は 国 際 空 港 に  

使えるよう整備していく。 

○これらの空港はＰＰＰによる計画もあったが、ドゥテルテ政権に

なってＯＤＡでやろうという方針に転換したようである。ＰＰＰ

の場合、民間企業が州などから資金を調達するが、金利が高く  

支払い期間が短い。ＯＤＡは 10 年間の支払い猶予があり、30 年の

分割払いとなるため、現在価値に割引くとほぼタダになる。 

○日本政府の援助、円借款の目玉について紹介する。クラークと  

いう、もともとアメリカの空軍基地あった場所に、神風特攻隊が

最初に離陸したマバラカットという飛行場がある。こことマニラ

の北にあるカローカンという場所をつなぐ南北の鉄道計画があり、

これに関する支援について、安倍首相から前向きに検討するとの

発言があった。 

 

鈴 木 EPA ア ド バ イ ザ ー （ 右 ） に よ る イ ン フ ラ 整 備 状 況 の 説 明  

 

（５）主な質疑応答  
（問）フィリピンの都市は非常にきれいで、木なども植えてあるが、

何か都市づくりに関する規制等はあるのか。  
（答）特に規制はない。住宅街は富裕層が住む地域で、日本でもない

よ う な 立 派 な 家 が 軒 を 連 ね て い る 。 フ ィ リ ピ ン は 貧 困 の 差 が  

大きいが、今、経済が伸びているなかで確実に所帯収入は増えて

いる。統計局の発表によると、富裕層の伸び方は３年間で 10％  

くらいであるのに対し、いわゆる最下層は 60～ 70％でと、まだ  

十分とはいえないものの、経済成長とともに富の再分配が確実に
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回り始めている。自動車の普及はここ３年間で 25～30％と大きく

伸びている。 

 

（問）ＩＴ－ＢＰＯが伸長しているとのことだが、この分野に関して

日本企業の動向はどうか。 

（ 答 ） 日 本 企 業 は 、 オ フ シ ョ ア 開 発 の 分 野 で 結 構 進 出 し て い る 。   

そ れ か ら 、 設 計 ・ エ ン ジ ニ ア リ ン グ で あ る 。 日 本 の 大 手     

エンジニアリング会社、重工メーカー、建築設計事務所などが  

進出しており、ＣＡＤを使って中近東の工事現場、東京の本社  

などと、リアルタイムで情報をやりとりしている。ソフトウェア

関係での需要はまだまだある。特に、人材採用に苦労している  

日本の中小企業にもニーズがあると思われる。 

なお、コールセンターは日本語の壁があるため、ほとんど進出

していない。アメリカの日系企業がコールセンターを構えている

ケースもあるが、マイナーである。 

  

（問）家電製品の例で、日本がうまくアジアのマーケットに適合でき

なかったとのことだが、日本政府の援助の仕方なども含めて、 

どのような問題が考えられるのか。 

（答）日本市場でつくられた製品がうまく継続的に機能しなかったと

いう意味では２つの問題が考えられる。１つは、日本政府が一度

製品を作ってしまえばそれで終わりという考え方で、それ以上 

支援しなかったこと。もう１つは、支援の受け手側が、それを  

維持していく予算措置、具体的には人材育成等の措置をして  

いなかったことである。これは、本来的に自分たちが事業責任者

と し て 維 持 管 理 し て い く と い う 意 識 が 希 薄 化 し て い た と   

考えられる。日本政府はそういた面も含めてうまく支援ができて

いれば、継続できた可能性がある。 

 

（問）その問題点を受けて改善はされているのか。 

（答）改善されてきていると考えている。ＰＰＰは、アジアの中で

いち早くフィリピンが導入したもので、需要権を民間企業に与

え、自らも資金調達を行い、施設の運営管理をする。維持管理

も民間のノウハウを活用している。軽量高架鉄道等に成功例が

ある。 
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（ 問 ） 日 系 小 売 企 業 の 進 出 も 進 む 中 、 こ れ ら の 進 出 機 会 を    

生かして、千葉県の食材をフィリピンにも広めていきたい。

輸入規制といった課題もあるが、日本食材がフィリピンに 

受け入れられるためのヒントがあれば教えていただきたい。 

（答）農産物は植物検疫の関係があり、果物でいうと梨とリンゴ

のみというのが基本である。ただ、シンガポールでは伊勢丹

な ど の 日 系 百 貨 店 が 物 産 と 観 光 を セ ッ ト に し た プ ロ モ ー   

シ ョ ン を 実 施 し て 、 定 番 化 が 進 ん だ 例 が あ る の で 、 梨 や   

サツマイモもそういった方法が考えられるのではないか。 

百貨店からのプロモーションが行われていくのはこれから 

である。 

梨やリンゴ自体のプロモーションはすでにある。値段がまだ

高いが富裕者層の贈答用としてはいけると思う。また、フィリ

ピンの富裕者層は口コミ社会なので、フェイスブックで、あそ

この梨は良いよ、というのが伝われば広がっていく可能性があ

る。 

食の感覚でいえば、日本とフィリピンは近い。あとは格差を

埋める だけ のス ト ーリー を作 って ど うプロ モー ショ ン して 

いくかが課題である。香港やシンガポールと比較して、自治体

のプロモーションはあまり多くない。今はまだ垣根があるが、

今後は百貨店ができるなど、プラットフォームが整ってくる。

同 時 に 、 今 後 所 得 が 上 が っ て い く の で 、 そ の 機 を 逃 さ ず   

タイミング良くプロモーションしていくことが大切である。 

   

（問）中小企業の海外進出を後押しできるシステムを作るために、

県としてどのような役割が考えられるか。 

（答）ジェトロとしても、中小企業支援が一大目標である。中小  

企業の相談窓口をしっかりＰＲしていただくなど、ジェトロ 

な ど の 支 援 機 関 と 連 携 し て 企 業 を 支 援 す る こ と な ど が 考 え  

られる。 

  

（問）フィリピンはほとんどの方が英語で会話できるということで、

例 え ば 千 葉 に フ ィ リ ピ ン 人 講 師 を 招 い て ス ク ー ル を 開 く と  

いったことも考えられる。教育分野での日本との交流状況は  

どうか。 
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（答）フィリピンはセブを中心に、日本人を対象とした英会話学校が

たくさんある。普段はオンラインで授業をやって、ある一定の 

レベルまで達したらフィリピンに来てもらい、１カ月ほど、実際

のフィールドで英語を使ってもらうといったことが行われて 

いる。 

 

 
ジ ェ ト ロ ・ マ ニ ラ 事 務 所 に て  
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７ フィリピン経済区庁（ＰＥＺＡ） 

 

（１）日  時  2017 年８月 25 日（金）10 時 50 分～12 時 00 分 

（２）調査事項  フィリピンにおける企業誘致政策、日系企業の進出

状況等について  
（３）経  過  

初 め に 、 エ ル マ ー ・ Ｈ ・ サ ン ・ パ ス カ ル 事 務 局 長 よ り 歓 迎 の    

あいさつがあり、その後、鈴木議員から調査協力に対するお礼の  

あいさつを行った。続いて、同事務局長よりフィリピンにおける  

企業誘致政策、日系企業の進出状況等の説明があり、質疑応答を  

行った。 

 
パ ス カ ル 事 務 局 長 （ 右 ） あ い さ つ  

（４）調査概要 

【フィリピン経済区庁の概要】 

○ＰＥＺＡは、日本の経済産業省に相当するフィリピンの貿易産業省

に附属する機関であり、輸出加工区庁（ＥＰＺＡ）を前身とし、1995

年に設置された。 

○ＰＥＺＡの役割は大きく３つあり、①投資の促進、②雇用の創出、

③輸出の創出があげられる。 

○ＰＥＺＡは「ワンストップ・ショップ」を掲げており、建築許可、

入居許可、輸出入許可、その他地方政府の税金・許認可まで一手に

手続を行うことができる。 

○同時に「ノンストップ・ショップ」も掲げ、24 時間ほぼ 365 日、   

継続的なサービスを提供している。 

○国際金融公社（ＩＦＣ、世界銀行の附属機関）から「ＰＥＺＡの   

もとで、フィリピンの投資環境は劇的な改善を示した。」と評され、  

世界の経済特区の中で最優良事例として挙げられた。 
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 【フィリピンの企業誘致政策について】 

 ○ＰＥＺＡが管轄している経済区は 374 カ所で、内 74 カ所が輸出加工

区（輸出向けの製品を作る製造業が入居）である。一番、数が多い

のは 256 カ所あるＩＴパート（ＢＰＯ、コールセンター、ソフト開

発 ） と 呼 ば れ る 経 済 区 で あ る 。 ま た 、 観 光 産 業 向 け の 経 済 区 は   

20 カ所あり、医療観光パートは２カ所、農産業関係は 22 カ所ある。 

 ○この 374 カ所のうち、政府機関であるＰＥＺＡが直轄して運営して

いるのは４カ所であり、それ以外は民間の経済特区運営業者が運営

している。 

○民間の経済特区運営業者の条件は、最低 25 ヘクタールの土地を所有

していることが条件である。その所有土地を経済区として開発する

た め に は 、 Ｐ Ｅ Ｚ Ａ へ の 申 請 が 必 要 で あ り 、 そ の 他 の 条 件 を    

満たした場合、大統領府に進達され、大統領名で許可がなされる。 

○経済区内では外資 100％での企業運営が可能であり、営業利益の本国

送金、海外債務の支払いもできる。また、会社を撤退する際にも  

万全のサポート体制を敷いている。 

 

 

フ ィ リ ピ ン の 企 業 融 資 政 策 の 説 明  

 

【ＰＥＺＡにおける税優遇措置について】 

○フィリピンの法人税は営業利益に対して 30％だが、経済区への入居

企業に対して法人税を免除している。パイオニア産業（フィリピン

にない技術を持ち込む場合）は、６～８年間法人税が免除される。 

 逆に、非パイオニア産業（フィリピンにも既にある技術）で事業を

行う場合でも４～６年間の法人税免除が与えられる。そしてこの 

法人税免除期間が終わっても、国税や地方税の代わりに５％のみの

税金を納める制度である、特別税が適用される。これは、何十年、
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何百年でも適用できる。 

 ○特別区の入居企業は、輸出だけでなく、総売上の 30％までという  

条件でフィリピン国内での販売も許されている。 

○特別区の入居企業は、通常 12％かかる付加価値税が全ての国内調達

（ 土 地 賃 貸 料 、 通 信 費 、 電 気 代 、 水 道 代 を 含 む ） に 対 し て 免 除    

される。 

○外国人スタッフの雇用については、全スタッフの５％に限られるが

可能で、ＰＥＺＡの仲介でビザを取りやすくサポートする。 

 

【フィリピンの投資環境の特徴について】  

○フィリピンの強みはＡＳＥＡＮの中でも 1 番の成長率を見せている

ことである。国内総生産の成長率が、2012～2015 年の４年間平均で

6.63％を記録した。昨年は 6.8％、今年の第２四半期も 6.5％だった。

これは他のＡＳＥＡＮ主要６カ国（シンガポール、タイ、マレーシ

ア、インドネシア、ベトナム）と比べてもフィリピンが抜きんでて

いる。 

○フィリピンの経済が好調を維持しているのは、インフレ率が低く、

金利が安定しているためで、投資格付け会社等から高く評価されて

いる。 

○フィリピンの人口は１億人を超えたところであり、今は 1 億 500 万

人を超えているといわれている。また平均年齢が 23.5 歳という若さ

で、これはＡＳＥＡＮ主要 6 カ国の中で一番若い。さらに毎年 100

万人が労働年齢に達し、その半数が大学を卒業している。 

○フィリピンはＥＵ及びアメリカから特恵関税制度（ＧＳＰ+）を付与

されている。これによりＥＵ向け 6,274 品目及びアメリカ向け 3,500

品目の関税率がゼロ％になっている。これは、ＡＳＥＡＮ加盟国で

はフィリピンのみである。条件としては、国内調達率が 40％以上で

あることが挙げられている。これを生かし、フィリピンの工場で  

製造し、ヨーロッパ向けに輸出している日系企業もある。 

○フィリピンの人材は非常に雇用定着率が高く、勤勉、高い英語力、

フレンドリーであるため、企業に評判である。 

 よ く 日 本 の 企 業 の 経 営 者 の 方 が 、 フ ィ リ ピ ン の 会 社 に 行 く の は  

楽 し い と 言 う 。 な ぜ か と 言 う と 、 朝 行 く と み ん な 笑 顔 で 必 ず    

あいさつしてくれるから、という声も聞く。アジア在住の駐在員に
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対して行われた調査では、フィリピンは居心地が良く、第２の故郷

のように感じるという回答が多かった。また、ＩＴ分野における  

能 力 も 高 く 評 価 さ れ て お り 、 フ ィ リ ピ ン 人 は 世 界 最 高 レ ベ ル の   

競争力を備えたグローバルな知的労働者と言われている。 

○フィリピンはアジアの真ん中に位置しており、アジアの主要都市に

２～３時間のフライトで行けるため、地理的にも強みがある。 

 ○ 「 Ｊ Ｅ Ｔ Ｒ Ｏ ア ジ ア オ セ ア ニ ア 日 系 企 業 実 態 調 査 」 で は 、      

フィリピンは他の国と比較してストライキなどの労働争議が非常に

少ないため、労働者の雇いやすさ・能力が、調査対象国中最も高く

評価されている。 

 

【フィリピンにおける日系企業の動向について】 

 ○経済特区における国籍別投資額内訳（1995～ 2016 年）を見ると、  

日 本 が 28.02％ を 占 め て お り 、 １ 位 で あ る 。 次 い で フ ィ リ ピ ン

（22.19％）、アメリカ（15.45％）、オランダ（12.67％）、イギリス

（7.41％）、韓国（3.72％）、シンガポール（3.5％）となっている。 

 ○製品・分野別投資内訳（1995～2016 年）を見ると、電子機器・半導

体（37.17％）、ＩＴサービス（10.97％）、メタル・組立金属製品

（8.81％）、観光業（7.96％）、輸送業[造船、自動車部品、機器]

（5.84％）、電気機器（4.71％）、医療・精密医療機器（2.15％）、   

ゴム・プラスチック製品（1.68％）、医療観光（1.21％）となって   

いる。 

 ○フィリピンにおける投資額は、日系企業がかなり上位を占めている。

日系企業は 911 社進出しており、製造業が 490 社、ＩＴ関係が 166

社となっている。 

 

（５）主な質疑応答 

（問）観光ツーリスト経済圏とは具体的にどのようなものなのか。 

（答）観光業の経済区を作るためには、他と同様に最低 25 ヘクタール

の用地が必要である。その中にホテルやテーマパークを建設し、

その運営する企業に対して優遇措置を付与している。 

ただし、そのホテルの中にカジノがあると、そのカジノ事業に

対しては優遇措置が対象外となる。 
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（問）ＰＥＺＡにおける輸出の創出事業について、特徴的なものは  

なにか。 

（答）製造業を育てるということが我が国の政策の１つである。輸出

向け企業に入って貰うことにより、その技術がフィリピン国内に

伝わるので、製造業の底上げにつながり、フィリピンの産業を  

発展させることを狙っている。 

 

 

フ ィ リ ピ ン 経 済 区 庁 に て  
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８ イサベラ州エチャゲ市長フランシス・ファウスティーノ氏との 

意見交換 

 
（１）日  時   2017 年８月 25 日（金）12 時 30 分～14 時 20 分  

（２）調査事項  農産物生産の課題等について  
（３）経  過  

初めに、イサベラ州エチャゲ市長のフランシス・ファウスティー

ノ氏からあいさつがあり、その後、宍倉議員から調査協力に対する

お礼のあいさつを行った。続いて、同氏からエチャゲ市の概要、  

農産物生産の課題等の説明があり、意見交換を行った。 

  
フ ラ ン シ ス ・ フ ァ ウ ス テ ィ ー ノ 市 長 と の 意 見 交 換  

（４）調査概要 

【イサベラ州エチャゲ市の概要等】 

○エチャゲ市は、フィリピン最大の面積を持つイサベラ州（日本の県

に 相 当 ） に 位 置 す る 。 州 の 主 要 農 産 物 は ト ウ モ ロ コ シ で 、    

フィリピン一の生産量を誇る。 

○イサベラ州は、 ルソン島の北東部 に 位置し、 34 の町と３つの市  

から構成される。海に面しており、海岸線は 224 キロメートルに  

渡るが、インフラ整備が遅れていて、大きな港湾はまだない。 

○ 農 林 水 産 業 に 関 す る エ チ ャ ゲ 市 の 強 み は 、 広 大 な 土 地 と 十 分 に 

確保が可能な労働力である。弱みは、農業技術である。農業技術を

強化してより効率的に農産物を栽培し、できる限り環境に負荷を

与えないようにしていきたいと市長は考えている。 

○ そ こ で 、 エ チ ャ ゲ 市 で は 農 薬 の 使 用 量 が 多 い こ と か ら 、 農 薬 を  

使 わ な い 又 は 使 用 を 抑 え た 栽 培 方 法 に 関 す る 技 術 を 日 本 か ら  

学びたい。千葉県では、バイオ技術を使った、また、農薬を使わ  
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な い よ う な 農 業 が 普 及 し て い る と 聞 い て い る 。 ぜ ひ こ の 技 術 を 

学ばせてもらえればありがたい。 

 

＜エチャゲ市位置図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                             

（５）主な意見交換 

【日本の農業技術について】  

○調査団 

日本では食の安全が価値を持っていて、千葉県では化学肥料を 

２分の１以下にする「千葉エコ農業」という認定が受けられる環境

づくりに配慮した制度がある。エチャゲでもそのような取り組みが

必要と思うがどうか。 

 

M a p D at a ©2 0 1 7 G oo g l e 

エ チ ャ ゲ  

外 務 省 ホ ー ム ペ ー ジ よ り  

Wik i pi l ip i n as よ り  
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○市長 

大変興味がある。そのような認定制度を導入する際、各農家は 

どのように減農薬の技術を修得しているのか。県から技術的な支援

をしているのか、それとも各農家が独自に技術を身につけている 

のか。 

○調査団 

県には農業に関する研究機関があり、また、従前から減農薬栽培

の手法やその他農作物のより良い栽培方法等を普及させる普及員

がそろっている等、減農薬栽培を実現できる環境がそろっている。

ただし、食の安全を優先させるための官民の意識が醸成されないと、

減農薬栽培を普及させることは厳しい。 

  ○調査団 

エ チ ャ ゲ 市 に は 、 農 業 研 究 所 は な い の か 。 日 本 に は 、 農 業 に   

関 す る 研 究 機 関 （ 例 ： 千 葉 県 農 林 総 合 研 究 セ ン タ ー ） が あ り 、   

減農薬農業を研究し、普及させること等の役目を持っている。 

○市長 

エチャゲ市にも農業研究所はある。ただ 2012 年にでき上がった

ば か り で 、 ま だ 技 術 も な い 。 私 が 率 先 し て 海 外 の 実 際 の 事 例 を  

研究中である。11 月にはイスラエルを訪問して農業を視察する。 

○調査団 

農薬等の化学薬品を使いたくない。そういう農業を普及させるの

が 地 方 自 治 体 の 役 割 で あ る 。 千 葉 県 も 、 千 葉 県 農 林 総 合 研 究   

センターで研究を進め、それらを普及させる取り組みを行っている。

減農薬は農家一人ではできない。 

○市長 

環境にやさしい、持続可能な農業の実現にあたっては、やはり、

農家に対するインセンティブが重要だ。地方自治体がどれだけ農家

を や る 気 に さ せ る こ と が で き る か 、 そ れ に は 助 成 金 等 の 支 援 が  

できるかどうかであると考える。 

 

【エチャゲ市の今後について】  

   ○調査団 

イサベラ州も、国のインフラ整備を優先する政策の影響を受けて、

農 業 や 医 療 福 祉 よ り イ ン フ ラ 整 備 に 予 算 配 分 を 優 先 す る 状 況  
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なのか。 

○市長 

お見込みのとおり、今の政権はインフラ整備に国家予算を重点的

に投入し、主に道路整備に力を注いでいる。イサベラ州、エチャゲ

市も、農業や医療福祉よりインフラ整備に力を入れている。 

○調査団 

インフラ整備には時間がかかるとすると、これからもインフラ 

整備に予算を重点的に充てる期間が長く、なかなか農業に対する 

予算配分は難しいと思われるがどうか。 

○市長 

もとよりエチャゲ市は予算が少ない。エチャゲ市の歳入は２億 

4,800 万 ペ ソ （ 日 本 円 で ５ 億 円 程 度 ） で あ る 。 そ の 20 ％ は     

インフラ整備に充てることが決まっている。 

○調査団 

市長は、農業生産地として国内で確固たる地位を確保することを

目標としているのか。 

○市長 

「科学とエコの街」にしたい。農業が主力の町であるが、持続  

可能な、環境にやさしい農業を行う街にしたいと考えている。農業

で収入を得ていくという考えは変わらない。加えて今後は、ＢＰＯ

を誘致したいと考えている。 

 

 【日本産農産物について】  

○調査団 

千葉県では梨が収穫期にある。フィリピンでの日本の梨の普及の

可能性はどうか。 

○市長 

日本の梨はすばらしい。フィリピンでは栽培できないため、梨は

輸 入 し て い る 。 日 本 の 果 物 に 対 す る フ ィ リ ピ ン の 人 々 の 認 識 が  

変わってきており、需要はあると思われる。 

○調査団 

フィリピンにおける日本産農産物のイメージはどうか。 

○市長 

日本産農産物のイメージは、高品質である。日本の製品といえば
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自動車等の工業製品をイメージするが、最近は農産物も知られて 

きている。特に和牛は、富裕層でもなかなか食べられないものでは

あるが、健康志向から食べる人もおり、急速に受け入れられつつ 

ある。 

  ○調査団 

和牛について、特定の産地といった、ブランドは浸透している 

のか。千葉県でも、県内で生産された和牛を「チバザビーフ」と  

してブランド化し、売り出しているが、その売り方はフィリピン 

でも有効か。 

○市長 

フィリピンでは、ある特定産地の和牛という認識がまだなく、 

日本から来た牛肉であれば安心である。「チバザビーフ」も富裕層

であれば売れるだろう。 

  ○調査団 

フィリピンでは、地域農産物のブランド化は進んでいるのか。 

○市長 

ブランド化はほとんど進んでいない。フィリピンでは、ブランド

を作りにくい環境にある。特に農産物は難しい。フィリピンでは 

農 家 と 小 売 と の 間 に 仲 買 人 が お り 、 そ の 力 が 強 い た め で あ る 。  

生産者がトウモロコシを生産しても、仲買人の言い値で売るしか 

ない。仲買人は言い値で買った農産物を小売りに卸している。  

特にトウモロコシは、人が食べるものだけでなく、飼料用の需要

も多い。このような環境から、ブランドを育てることができない。 

 

【フィリピンとの交流について】  

  ○市長 

日 本 は 、 小 学 生 か ら の 英 語 教 育 が 始 ま り つ つ あ る が 、 英 語 が  

できる教員の確保が課題であると聞いている。フィリピンが日本に

提供できるものとして、英語教育がある。イサベラ州の英語教師に

より、インターネットを使用した通信教育、いわゆるサテライト 

授業を提案したいと考えているがどうか。 

具体的には、エチャゲ市にあるイサベラ国立大学の教員又は学生

と 日 本 の 子 供 た ち が ス カ イ プ を 通 じ て 授 業 を す る と い う も の で 

ある。 
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  ○調査団 

日 本 に は 、 英 語 教 育 は イ ギ リ ス や ア メ リ カ の 英 語 で な け れ ば  

だめだという固定観念もある。フィリピンの英語でも全く問題ない

ということを日本で知らしめてもらいたい。フィリピンの英語は、

アメリカ英語なので、日本の教育にもなじむと思われる。実際に 

日本に来てもらって理解、納得してもらい、実績を積み上げていく

ことが大事だと思う。 

○市長 

学長には、あらかじめこのアイデアを話している。学長も乗り気

で、ぜひ日本の子供たちに英語を教えたいとのことであった。 

  ○調査団 

例えば、日本で、特に千葉県内で興味を示す市町村と姉妹都市を

結んで、交流の一環で実現させてみるのはどうか。 

○市長 

農業関係か、教育関係かでテーマは変わるが、姉妹都市提携は 

可能である。 

現にスペインのセゴビア町と文化遺産をテーマとする姉妹提携

を結んだ。エチャゲ市もインターネット等通信インフラはある程度

整備されている。 

 

 

フ ラ ン シ ス ・ フ ァ ウ ス テ ィ ー ノ 市 長 を 囲 ん で  
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９ フィリピン労働雇用大臣シルベストル・ベリョ氏との意見交換 

 

（１）日  時  2017 年８月 25 日（金）16 時 50 分～17 時 50 分 

（２）調査事項  フィリピンにおける雇用情勢などについて  
（３）経  過  

初めに、戸村議員から調査協力に対するお礼のあいさつを行い、

その後、フィリピン労働雇用大臣のシルベストル・ベリョ氏から  

歓 迎 の あ い さ つ が あ っ た 。 続 い て 、 フ ィ リ ピ ン の 雇 用 情 勢 、    

フィリピン人看護師・介護福祉士の千葉県への派遣等について意見

交換を行った。 

 

  シ ル ベ ス ト ル ・ ベ リ ョ 大 臣 に よ る 雇 用 情 勢 の 説 明  

 

（４）調査概要 

【フィリピンにおける雇用情勢について】 

○ フ ィ リ ピ ン で は 雇 用 創 出 が 課 題 で あ り 、 現 在 ド ゥ テ ル テ 政 権 に  

おいて政府主導による大規模なインフラ事業を行うことで経済を 

刺激する「ドゥテルテノミクス」という政策を始めている。 

○雇用を創出するという意味では、フィリピンの産業界としては、  

千葉県の製造業に進出していただきたいと考えている。 

 

【フィリピン人看護師・介護福祉士の派遣について】 

○フィリピンは看護師・介護福祉士の人材が非常に豊富であるが、  

フィリピン国内の平均年齢は若く、高齢化も進んでいないことから、

国内にあまり雇用が無い。そのため、もっとたくさん日本に看護師・

介護福祉士を送りたい。 
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○千葉県とフィリピンの労働雇用省、もしくは日本政府とフィリピン

政府で基本協定を締結し、フィリピンの看護師・介護福祉士を千葉

県に特定して派遣することも可能である。 

 

 

フ ィ リ ピ ン 人 看 護 師 ・ 介 護 福 祉 士 派 遣 に 関 す る 意 見 交 換  

 

（５）主な意見交換 

【フィリピン人看護師・介護福祉士の日本への派遣について】 

○調査団 

  千葉県では看護師・介護福祉士が不足しているため、フィリピン

人 看 護 師 ・ 介 護 福 祉 士 を 受 け 入 れ た い が 、 今 後 、 ど の よ う に   

進めていけば良いか。 

○労働雇用大臣 

  国もしくは千葉県とフィリピン労働雇用省で基本協定を結び、 

看護師・介護福祉士を千葉に送り込むことはできる。 

 

○調査団 

  先日、千葉県の介護関係の代表者から、フィリピン人看護師・  

介護士を是非受け入れたいとの話を伺っている。その代表者の方は

先週もフィリピンに訪問しており、強い関心を持っている。この件

については、障壁となる問題を洗い出し、前に進むように努力した

い。 

○労働雇用大臣 

  その言葉は非常にうれしく思う。ドゥテルテ大統領は日本の安倍

首相とも非常に良い関係を築いているため、看護師・介護福祉士  

派遣についても、方法は検討する必要があるが、実現可能と考えて
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いる。 

  また、看護師・介護福祉士を派遣する際は、日本での労働者と  

して受けられる当然の権利が守られることが必要であり、協定書 

にはそれを盛り込む必要がある。 

また、派遣にあたっては言語が障壁となるため、日本に行く前に

看護師・介護福祉士の候補生たちに日本語を教える研修所を設置 

してもらいたい。 

  そ れ と 同 時 に 、 千 葉 県 か ら フ ィ リ ピ ン に 製 造 業 で 投 資 を し て  

いただき、雇用を産み出すこともお願いしたい。 

 

○調査団 

  千葉県は人口が多いにもかかわらず、医療従事者が緊急的に不足

している。フィリピン人医師の日本への派遣についてご意見を伺い

たい。 

○労働雇用大臣 

  フィリピンの医師は、海外で働ける環境があり、個々人の判断と

して働きたいと思えば、日本で働いてくれると思う。しかし、それ

も正式な協定が結ばれていることが前提となる。 

 

○調査団 

看護師・介護福祉士については、日本語が障壁となっており、  

なかなか資格を取得出来ないという現状がある。先ほど大臣から 

事前に日本語をマスターさせるという意見があったが、具体的には

どのようなことか。 

○労働雇用大臣 

医師・看護師・介護福祉士が日本に行ったとき、日本人の患者や、

雇 用 者 で あ る 日 本 の 医 療 機 関 の 方 々 と コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を   

取らなければ働けない。そういう意味で日本語を事前にある程度 

習得しておくことが重要である。 

言 葉 の 壁 と い う も の は 重 要 で あ り 、 日 本 に 派 遣 さ れ る 前 に   

あらかじめ研修を受けて、ある程度の日本語が話せるようになって

おくべきだと考えている。 

 

 



フィリピン労働雇用大臣シルベストル・ベリョ氏との意見交換 

- 61 - 

 

○調査団 

日本語を習得するにあたって、派遣前にフィリピンで日本語を 

マスターするのが良いか、それとも千葉に来て医療機関での研修を

積みながら日本語を習得するべきと考えているのか。 

○労働雇用大臣 

個人的には、やはり日本に行く前に日本語を習得した方が良いと

考えている。そうすれば、日本に派遣されると同時に日本人看護師

や介護福祉士と同じ条件で働けて、同じ給料を受けることができる

ためである。 

今、日比経済連携協定（EPA）により、介護福祉士・看護師の日本

へ の 派 遣 は も う 何 年 か 前 か ら 行 わ れ て い る が 、 彼 ら は 事 前 に   

フィリピンで日本語の訓練を受け、日本に行ってもまたさらに訓練

を 受 け て い る 。 そ う し な け れ ば 、 な か な か 日 本 人 と 同 じ 条 件 で   

働いて同じ給料を得ることができない。 

 

【フィリピンにおける雇用情勢について】 

○調査団 

日本は現在、働き方が少しずつ変革している。フィリピンでは、

マーク・ゴー下院議員が、週 5 日労働制から週 4 日労働制に変える

議員立法を発議したとのことだが、その経緯は何か。 

○労働雇用大臣 

マーク・ゴー下院議員の法案の最たる目的は、勤務を週４日に  

することによりフィリピンで深刻化している渋滞を緩和させること

が目的である。しかし、これに対して経営者は当然反対しており、  

労働組合からも「これでは労働者がやっていけない。」と反対を  

受けている。 

 

○調査団 

日本はこれまで女性の社会進出が進んでいなかったが、最近では

女性管理職も増えてきている。インドネシアでは女性の社会進出が

進んでいるということだが、フィリピンではどういう傾向がある 

のか。 
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○労働雇用大臣 

相対的には男性の雇用率が高いが、産業分野によっては労働者と

して女性の方が圧倒的に働いているという分野もある。例えば、  

看護師はほとんど女性で、また小売業で販売員として働いている 

のは大体女性である。したがって、業態によって女性の進出割合は  

違う。 

 

○調査団 

日本は観光立国を目指し、インバウンドを推進する観点からＩＲ

推進法を制定している。本日、フィリピン経済区庁を視察した中で、

フィリピンでは観光経済特区を大々的に進めているとお聞きした。

また、労働雇用省に向かう途中にラスベガスを超えるようなＩＲ 

施設の建設現場も見えた。 

千葉県ではインバウンドの観点からＩＲ（統合型リゾート）を  

進めて行きたいと考えているが、実際にＩＲにおいてカジノを運営

し て い る フ ィ リ ピ ン か ら 見 た カ ジ ノ の プ ラ ス 面 と マ イ ナ ス 面 は  

どうか。 

○労働雇用大臣 

フィリピンでは、政府が管轄するフィリピン・アミューズメント

＆ゲーミング公社（ＰＡＧＣＯＲ）が、その運営権を民間業者に  

渡し、フランチャイズ運営させており、政府がある程度規制して  

いる。 

更に、カジノが進出しているのはマニラ首都圏、セブ、ダバオと

言 わ れ る こ の ３ 都 市 に 限 ら れ て い る 。 皆 さ ん が 見 た エ ン タ ー   

テイメントシティもそうだが、ホテル、テーマパーク、ショッピン

グモールなど、他のさまざまな事業と組み合わせてやっているため、

一般の国民に対する影響、特に人々の価値観等に対する影響はそれ

ほどないと感じている。また、カジノ施設で遊ぶ客の 90％は外国人

（中国、韓国、日本）であるため、その意味でも国民に対する影響

は少ない。 

また、ＩＲ施設の運営により、フィリピンには雇用がもたらされ

ていることもメリットとしてあげられる。 
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フ ィ リ ピ ン 労 働 雇 用 大 臣 室 に て  
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10 エンターテイメントシティ等 

 
（１）日  時   2017 年８月 26 日（土）９時 00 分～11 時 30 分  

（２）調査事項   エンターテイメントシティの現状と課題、訪日観光

客の動向等について  
（３）経  過  

フィリピン政府が観光振興と外貨獲得を目的に大型ＩＲの集積

を 進 め て い る 「 バ ゴ ン ・ ナ ヨ ン ・ ピ リ ピ ノ ・ マ ニ ラ ・ ベ イ ・     

エンターテイメントシティ」（通称：エンターテイメントシティ）

等のＩＲ施設「オカダマニラ」等を視察した。 

その後、ＪＴＢアジアパシフィック取締役社長の岡川氏より、 

ＩＲ施設の観光客誘客効果、施設の運営状況及び訪日観光客の動向

などの説明を受けた後、質疑応答を行った。 

 

 

フ ィ リ ピ ン Ｉ Ｒ 周 辺 地 図  

 

 

 

オ カ ダ マ ニ ラ  

リ ゾ ー ト  

ワ ー ル ド  

シ テ ィ オ ブ  

ド リ ー ム ス  
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※エンタテイメントシティ等の概要  

エンターテイメントシティは、国内最大のニノイ・アキノ空港に隣接する  

ＩＲ集積地で、カジノのほか、ホテルやテーマパーク等の施設が立ち並ぶ。

100％政府所有の会社（ＰＡＧＣＯＲ）からライセンスを付与された事業者が  

施設の運営等を行っている。現在、事業者４社にライセンスが付与されて   

いる。  

・ソレア・リゾート＆カジノ  

・シティ・オブ・ドリームス  

・オカダマニラ  

・リゾートワールド・ベイショア（ 2018 年に一部オープン予定）  

 

 また、ニノイ・アキノ空港第３ターミナル前には、マニラで初めて開業した  

ＩＲ施設「リゾートワールド」が営業しており、現在マニラ首都圏では４つの  

カジノが営業中である。  

 

 

（４）調査概要 

【フィリピンにおけるＩＲの現状】 

○ＩＲができる以前のカジノは、ホテルの一角に小さくあるだけの

薄 暗 く て 怪 し い 施 設 に 過 ぎ ず 、 い か に も 犯 罪 の 雰 囲 気 に 満 ち  

あふれているようであった。公的機関で運営されていたものの汚

職 等 が あ り 、 運 営 も う ま く い か ず 業 績 は 非 常 に 低 迷 し て い た 。  

そのため、フィリピンのＩＲは、外資による開発が進められている。

オ カ ダ マ ニ ラ は 日 本 、 リ ゾ ー ト ワ ー ル ド も マ レ ー シ ア の 華 僑 の 

資本である。 

 

【リゾートワールド】 

○リゾートワールドは 2009 年にオープンした。同施設の特徴は、  

フ ィリ ピ ン 最大 の 会 議セ ン タ ーで あ る 。 3,500～ 4,000 人を 収 容 

で き る 会 議 セ ン タ ー が ホ テ ル に 隣 接 し て お り 、 国 際 会 議 や   

旅行博等が開催されている。 
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リ ゾ ー ト ワ ー ル ド の 外 観  

 

○当該施設では今年６月に放火事件が起きている。概要は、カジノで

大負けしたフィリピン人男性が、警備員女性１名という脆弱な警

備のすきをついて正面入り口から突入、赤外線センサー等の規制

施設を突破、当該女性警備員の制止を振り切り、カジノ施設に入り、

ガソリンをまいて放火したものである。この火災により従業員を

含め 37 人が死亡し、１カ月半ほど当該施設は閉鎖されていた。  

現 在 カ ジ ノ 施 設 自 体 は 再 開 さ れ て い る が 、 隣 接 す る ブ ラ ン ド  

ショップ等の一部施設は、今でも閉鎖されている。 

 

 

閉 鎖 さ れ た 店 舗 の 外 観  
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【シティ・オブ・ドリームス】 

○シティ・オブ・ドリームスは 2014 年にオープンした。当該施設に

はディズニーとコラボした子供用の遊園地があり、ここに他施設

との違いがある。なお、遊園地は入場料がかかる。 

○ フ ィ リ ピ ン 人 は 家 族 連 れ で 訪 れ る こ と が 多 い が 、 こ の エ リ ア は 

駐 車 場 か ら 直 接 来 る こ と が で き る の で 、 子 供 が カ ジ ノ エ リ ア を 

通過せずにすむようになっている。 

 

 

シ テ ィ ・ オ ブ ・ ド リ ー ム ス の 外 観  

 

 

【オカダマニラ】 

○オカダマニラは 2016 年にオープンした。現在も建設が続いており、

まだ完全にはオープンしていない。ホテルの部屋もまだ 30％ほど

しかできていない。 

○当該施設は、リゾートワールドの２倍近くの規模がある。国内で 

最も新しいカジノであり、初めて、日本の資本が直接入った施設で

ある。フィリピン人は日本の製品や食べ物など、日本全体に対し 

親 近 感 を 持 っ て い る た め 、 他 の カ ジ ノ と 差 別 化 を 図 ろ う と い う 

意図がうかがえる。施設名である「オカダマニラ」は、当初別の  

名称の予定であったが、オープン直前に変更があり、インパクトの

あるこの名称で、大々的な宣伝が行われた。 

 



エンターテイメントシティ等 

- 68 - 

 
オ カ ダ マ ニ ラ （ 左 ： オ ー プ ン 部 分  右 ： 建 設 中 の 部 分 ）  

 

【ＩＲ施設の運営状況】 

○シンガポールはカジノに対する取り組みやルールが確立してい

るが、フィリピンは設置者の自主性に任せるという考えが強い。 

○セキュリティに関しては、国のルールにより、警備員が手荷物 

検査をする仕組みになっている。 

○リゾートワールドの放火事件で、国のルールにかかわらず、実際

の 警 備 が 薄 い な ど 、 現 場 運 営 が 脆 弱 で あ る こ と を 露 呈 し て   

しまった。リゾートワールドのカジノ施設は、現在は再開された

が、警備当局の規制にのっとり、最要注意施設になっている。 

 

 

再 開 さ れ た リ ゾ ー ト ワ ー ル ド の カ ジ ノ 施 設 入 口  
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○ フ ィ リ ピ ン で は 、 カ ジ ノ エ リ ア に 入 る 際 に 銃 機 器 類 等 の 持 ち 物 

検査（フィリピンは拳銃保持が可能）と赤外線による身体検査を 

行うが、身分確認、ギャンブル依存症者に対し事前に入場させない

こ と 等 は 行 っ て い な い 。 子 供 で あ っ て も 親 の 同 伴 が あ れ ば 入 館 

できる。 

○シンガポールでは、自国民は入場料を支払うなどの規制があるが、

フ ィ リ ピ ン に は そ の よ う な 障 壁 は な い 。 空 港 レ ベ ル と 同 様 の  

チェックをすることにはなっているが、それほど厳しく運用して

いるように感じない。 

〇また、フィリピンのカジノ施設にはＡＴＭがある。施設の中で際限

な く お 金 を 引 き 出 せ る の で 、 使 い 込 ん で し ま う 方 も い る よ う で 

ある。シンガポールの場合は、施設の外で引き出さなければいけ 

ない。 

 

【ＩＲによる誘客効果】 

○シティ・オブ・ドリームス周辺など、ＩＲ施設の建設が続いている。 

ＩＲ施設利用者の内訳は、フィリピンの富裕層が多く、彼らの娯楽

の場所になっている。男女かかわらず、週末に気楽に遊びに来て 

いる。 

  ○最近は、これまで来ることがなかった中国や韓国などからの来訪も

増えており、まだ改良すべき課題があるものの、順調に成長過程を

歩んでいる。 

○例えば、シティ・オブ・ドリームスは、現在開業して３年目である

が、１年目は大幅な赤字、２年目から赤字幅が減少、現在は黒字  

傾向である。 

 

建 設 が 進 む Ｉ Ｒ 周 辺 施 設  
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【フィリピンの観光市場】 

○フィリピンからの訪日客は、ここ数年で大きく伸長している。2013

年の来訪は約 10 万 8,000 人であったが、2014 年は 18 万人、2015

年は 27 万人、そして 2016 年は 34 万 7,000 人と、年計で初めて  

30 万人を超えた 。この４年間 で３ 倍以上 の増加 であ る。なお、  

今年７月時点の累計は約 25 万人であり、この調子でいけば年間 

40 万人を超えると予想している。 

○今年７月時点の国別訪日客数は、中国、韓国、台湾の順に多く、  

フ ィ リ ピ ン は オ ー ス ト ラ リ ア に 次 ぐ ８ 位 で あ る 。 す で に シ ン ガ 

ポールを上回っており、４年前の訪日客が 10 万人程度であった 

ことを考えると、この数値は驚異的である。 

○訪日客の目的はビジネスと観光が、３対７の割合である。昔は女性

の出稼ぎが多かったが、今は観光目的が主流となっている。 

 

【フィリピン人の訪日旅行について】 

○フィリピン人に最も好まれる日本の観光地といえば、やはり東京

だが、昨年あたりから大阪が脚光を浴びるようになった。 

〇通常、同じ地域は１度行けば満足するが、フィリピン人はＵＳＪの

訪問を契機として、再度大阪を訪れるようになっている。分析した

ところ、要因は食べ歩きやショッピングにあることがわかった。 

大阪は、コンパクトなエリアで食べ歩きやショッピングが楽しめ

る。お好み焼き、鯛焼き等はフィリピン人の好みに合うようである。

フィリピンにおいても、これらの関西飯を提供する飲食店の進出

が進んでいる。なお、生魚はあまり食べないので、刺身や寿司は 

好まれない。 

〇東京と比較して、大阪は繁華街同士が離れていないため、街を回遊

しやすく、買い物もしやすい。加えて、大阪の方の親しみやすさも

あって人気である。 

○ 京 都 も 人 気 が 出 て き て い る 。 特 に 人 気 を 加 速 さ せ て い る 観 光  

ス ポ ッ ト が 、 伏 見 稲 荷 大 社 で あ る 。 赤 い 鳥 居 が 連 な る 姿 が 、   

ビジュアルに訴えるようである。 

○フィリピン人はフェイスブックが大好きである。ユーザーは 8,000

万人ほどである。インスタグラムも人気で、自撮りなど、写真を 

たくさん撮っている。そのため、被写体としてふさわしい場所が、
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観光地として人気になる。千葉県にもさまざまな観光スポットが

あるが、彼らを引きつけるためには、大きな特徴を持つ、いわゆる

とんがったスポットがあると良い。 

〇訪日客の増加に伴い、観光分野での自治体関係者の視察が増えて

いる。関東圏で熱心なのは山梨県、栃木県である。この２県は２年

連続で視察に来ており、山梨県はすでに有名な富士山ではなく、 

甲府やワインをプロモーションしたい、栃木県は日光、特に世界遺

産などで盛り上げていきたいとのことであった。 

〇フィリピン人に温泉は好まれない。キリスト教の影響か、家族で 

あっても裸を見られるのを嫌がるので、大浴場はもっと嫌がる。 

一度入ると気に入る方もいるが、多くの方は拒絶する。 

〇食べ物に関しては、ハラルの心配などがなく、大体食べられる。 

フィリピン人にはバイキングが人気である。 

〇フィリピンは車社会で歩く習慣がないため、フィリピン人が日本

に来ると、駅の階段などを嫌がる。地下鉄にはエスカレーターが 

あるが、彼らはそれでも嫌がる。連れて歩くのに苦労するので、 

観 光 バ ス を 降 り て か ら の 動 線 に は 気 を 使 う 。 京 都 の 清 水 寺 に  

連れて行った際は、清水の舞台までが限界で、音羽の滝まで行こう

としなかったほどである。 

〇日本の認知度は上がっているものの、まだほんの一部である。日本

に対するフィリピン人の考え方は多様なので、都道府県の売りを

一方的に押しつけるのではなく、彼らの考えを寛容に受け入れて

くれる都道府県の方がプロモーションしやすい。 

〇千葉県といえば、海というイメージがある。強みとして、都内から

の ア ク セ ス が 良 い こ と 、 養 老 渓 谷 と い っ た 自 然 が 素 晴 ら し い  

ス ポ ッ ト 、 幕 張 の コ ン ベ ン シ ョ ン 施 設 と い っ た 特 徴 的 な 建 物 が 

あること等である。特にアクセスの良さは重要で、成田空港を持つ

千葉県は、他自治体から見ればとてもうらやましい立地である。 

〇フィリピンからの飛行機の便は比較的良く、マニラからは成田・ 

羽田・関西・中部・福岡、セブからは成田・関西・中部への直行便

がある。ＬＣＣを使えば往復二万三、四千円ほどであり、中間層が

低予算で訪日できるようになっている。 
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（５）主な質疑応答の要旨  
（問）フィリピン人がギャンブル中毒になる事例は多いのか。  
（ 答 ） フ ィ リ ピ ン の ギ ャ ン ブ ル 中 毒 者 は 華 僑 が 多 い 。 ギ ャ ン ブ ル  

中毒者については、家族が入場規制を申し出ている例がある。 

ＩＲのカジノ施設はだれでも入ることができるので、もう少し

規制をした方がよいのではと感じる面はある。  
 

（問）自国民もカジノに入れるという意味では、やはり一定の入場 

制限はした方がよいと思うが現状はどうか。 

（ 答 ） フ ィ リ ピ ン の カ ジ ノ 施 設 は 、 子 供 で も 入 れ て し ま う 。 20 歳   

以下は入場できない旨表示があるが、現実に取り締まることは 

ない。ホテルのチェックインカウンターに行くまでにカジノ施設

を通るなど、カジノとその他の施設が物理的に遮断されていない

施設もある。このような施設が許容されるのは、当局の施設基準

として、カジノとその他の施設を遮断する等の基準がないため 

である。 

 

（ 問 ） 訪 日 旅 行 に つ い て 、 中 間 層 が １ 回 当 た り に か け る 予 算 額 は  

どのくらいか。 

（ 答 ） フ ィ リ ピ ン か ら の 訪 日 客 は ４ 泊 ５ 日 が 多 い 。 Ｌ Ｃ Ｃ を 利 用  

すると、荷物の積載を含めて航路は往復３万円弱、慣れている人

であれば旅行全体で 10 万円強である。 

 

（ 問 ） イ ン バ ウ ン ド 対 応 と し て 、 本 県 で は 、 県 内 宿 泊 の 団 体 バ ス  

旅行者に対する補助事業を行っているが、効果はどうか。 

（ 答 ） 日 本 は 団 体 向 け の 観 光 バ ス 料 金 が 高 騰 し て い る た め 、 こ の  

ような制度は助かる。ただ、千葉県での宿泊が少ないため、当店

では使用例がない。他店では使用例があるようである。成田は 

出発前の宿泊が多い。 

 

（問）日本との交流に関して、インドネシアでは修学旅行が良いと 

聞いたが、フィリピンでの事例はあるか。 

（答）セブ島での事例はある。セブ島はリゾート地のイメージが強い

が、人口 270 万人の大都市でもある。最近はフィリピンで英語
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を学ぶ動きがあり、語学学校は 100 校ほどある。修学旅行では

これらの学校との交流も行われている。なお、受入れ家庭の確保

が難しいことから、ホームステイはできない。それ以外であれば、

企業訪問、学校訪問、ボランティア体験等、教育旅行に必要な 

体験が可能となっているので、徐々に事例が増えてきている。 

 

（問）日本のアニメの浸透はどうか。 

（答）アニメやアイドルは、インドネシアの方が盛んである。マニラ

で も 、 秋 元 康 が ア イ ド ル グ ル ー プ を 作 る と い う 話 が あ る が 、  

フィリピンでは韓流、Ｋ－ＰＯＰのほうが人気である。 

 

（問）フィリピンから韓国への訪問者は多いのか。 

（答）韓流の影響もあり、訪問者は日本と同じくらい多い。ただ、  

日本と違ってリピーターがあまりいない。日本は四季に応じて

さまざまな訪問先があるため何度でも行ってみたいという声を

聞くが、韓国は一度ソウルに行けば満足してしまう。日本との 

違いは、ソウルや釜山などの主要都市以外のプロモーションを

していない点にあると思う。客層は若い人が多い。 

 

（問）フィリピン産の肉はどうか。 

（答）豚肉はおいしい。セブ島ではスペインの流れを汲んで、豚の 

丸焼きがある。一方、牛肉はあまりおいしくないため、和牛の  

人気が出てきている。 

 

（問）食の安全については、どのように考えられているか。 

（答）熱を通す料理が多いせいか、あまり意識されていない。着色料

たっぷりのソーセージなどが多く出回っているが、現地の人は喜

んで食べる。 

 

（問）ミンダナオ島での争いが報道されているが、民族間の争いは 

どうか。 

（答）さまざまな人種が住んでいるが、（ミンダナオ島のイスラム系

組織を除けば）争いは起きていない。  
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○あとがきに代えて 

 

平成 29 年９月定例県議会 本会議における報告（抜すい） 

報告日 平成29年９月14日（木） 

報告者 副団長 竹内 圭司 

 

視察団のメンバーは、団長の本清秀雄議員、副団長の竹内圭司、宍倉登議員、

戸村勝幸議員、鈴木陽介議員の計５名で、８月 22 日から５日間で、訪問して   

まいりました。 

 

なお、調査の詳細につきましては、後日、千葉県議会ホームページ等により  

御報告いたしますが、本日は、主な内容について御報告申し上げます。 

 

県産品の輸出促進につきましては、日本貿易振興機構マニラ事務所、現地日系

飲食店グループ及び日系小売店などから説明を伺い、現地消費者の食嗜好、日本

食材の評価や課題などについて調査いたしました。 

インドネシアでは、梨や桃など、現地では取れない果物に需要があること、  

フィリピンでは、日本人と味覚が近く、特に、富裕層に日本の梨が受け入れ   

られるとの説明がありました。 

 

次に、海外進出日系企業の現状と課題につきましては、在インドネシア日本 

大使館、インドネシア投資調整庁及びフィリピン経済区庁などから説明を伺い、  

インフラ整備などの周辺環境などについて調査いたしました。 

インドネシアでは、道路の渋滞が深刻で、港から工業団地エリアまでの輸送が

世界標準では１日 2.5 往復であるところ、１往復しかできない状態にあるなどの 

課題があるものの、政府が開発５カ年計画を発表したほか、日本の協力も得て、

インフラ整備を進めていること、フィリピンにおいても同様に、港湾や道路   

などのインフラ不足が課題であるが、ドゥテルテ政権においてはＯＤＡも活用 

したインフラ整備が進む見通しであるとの説明がありました。 
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また、フィリピン労働雇用省を訪問し、大臣のシルベストル・ベリョ氏と面会

しました。 

その際、大臣から、フィリピンの産業界として特に千葉県からの進出を歓迎し

ている分野は製造業であること、また、フィリピンでは、看護師・介護福祉士の

人材が豊富であるものの、フィリピンは平均年齢がアジアで低い国の一つで、  

高齢化が、まだ進んでいない状況等により、フィリピン国内に看護師・介護福祉

士の需要があまりない状況であることから、これらの人材をもっとたくさん日本

に送りたいとのご意見を伺いました。 

 

以上、調査の主な内容について御報告をさせていただきました。 

 

終わりに、このたびの調査に当たり、県議会、その他多くの方々から賜り   

ました御厚情、御支援に対しまして心からお礼申し上げまして、私からの御報告

とさせていただきます。ありがとうございました。 


